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商号 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 株式会社りそな銀行

代表者  . . . . . . . . . . . . . . . . . 社長　野村 正朗

本店所在地 . . . . . . . . . . . . . . 大阪市中央区備後町２丁目２番１号

設立 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 大正７年５月

資本金  . . . . . . . . . . . . . . . . . ２,７９９億円

株主（持株比率） . . . . . . . . . . . 株式会社りそなホールディングス（１００％）

有人店舗数 . . . . . . . . . . . . . . ３３６カ店

従業員数  . . . . . . . . . . . . . . . ８,３８８人（連結）

 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ８,１６２人（単体）

預金残高  . . . . . . . . . . . . . . . １８兆９,１３６億円
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りそな銀行
の概要

RB03 平成１８年９月中間期の業績について
RB05 平成１８年９月中間期単体損益の状況
RB06 不良債権の状況
RB07 主要な経営指標等の推移（連結情報）
RB08 主要な経営指標等の推移（単体情報）
RB09 中間連結財務諸表
RB17 連結セグメント情報
RB18 中間単体財務諸表
RB24 主要な業務の状況を示す指標（単体情報）
RB28 預金に関する指標（単体情報）
RB29 貸出金に関する指標（単体情報）
RB32 有価証券に関する指標（単体情報）
RB33 信託業務に関する指標（単体情報）
RB37 経営諸比率の状況（単体情報）
RB38 大株主の状況
RB39 自己資本比率の状況
RB42 有価証券の時価等情報
RB43 金銭の信託の時価等情報
RB44 デリバティブ取引情報
RB46 従業員の状況

目　次

（平成１８年９月末現在）

RB_06_FS_4.1J  07.1.22  11:00 PM  ページ02



り
そ
な
銀
行

平
成
１８
年
９
月
中
間
期
の
業
績
に
つ
い
て

RB03

平成１８年９月中間期の業績について

財政状態

(連結ベース)

総資産は２７兆３,１１８億円と前連結会計年度末比９,３５８億円減少いたしました。

資産では、コールローン及び買入手形は前連結会計年度末比３,５３１億円増加して１兆３,５００億円となりましたもの

の、有価証券は前連結会計年度末比５,９４８億円減少し、５兆５５１億円に、貸出金は前連結会計年度末比２９９億円減少

して１８兆５１億円に、現金預け金は前連結会計年度末比５,６３５億円減少し、６,０７９億円となりました。

負債につきましては、譲渡性預金は前連結会計年度末比４,４１２億円増加して２兆２,７６４億円となりましたものの、預

金は前連結会計年度末比７,００４億円減少して１８兆９,３５３億円に、コールマネー及び売渡手形は前連結会計年度末比

７,４０２億円減少して１兆８,１３７億円になりました。また、借用金は前連結会計年度末比２,３６７億円増加して２,７８５億円

に、社債は前連結会計年度末比７６９億円増加して６,７４３億円にそれぞれなっております。なお、定期預金は前連結会

計年度末比９１９億円増加し、６兆９,１９３億円となっております。

会社法の施行などに伴い、従来の資本の部は純資産の部となりましたが、その内訳は、株主資本合計が１兆１,６８３

億円、評価・換算差額等合計が２,０２４億円、少数株主持分が１,４３３億円で、合計１兆５,１４１億円となっております。なお、

従来の資本の部に当たる金額は１兆３,８３７億円で、前連結会計年度末比１,２８３億円の増加となっております。優先株

式に係る純資産を控除して計算した１株当たり純資産は、△３６円７銭となっております。

経営成績

(連結ベース)

経営成績につきましては、経常収益が前中間連結会計期間比２５６億円増加し、４,０２０億円となりました。内訳を見

ますと、連結子会社の減少により役務取引等収益が前中間連結会計期間比１８４億円減少して５５４億円となったもの

の、有価証券利息配当金の増加を主因として資金運用収益が前中間連結会計期間比１５９億円増加して２,１９７億円と

なりましたほか、特定取引収益が前中間連結会計期間比９０億円増加して９４億円などとなっております。また、その

他経常収益が前中間連結会計期間比２６７億円増加して８８９億円となっておりますが、これは、主として株式等売却益

の増加によるものであります。

経常費用は、前中間連結会計期間比１４４億円増加し、２,５４０億円となりました。内訳では、国債等債券売却損の増

加を主因として、その他業務費用が前中間連結会計期間比２１４億円増加して２７９億円となったほか、資金調達費用に

つきましても前中間連結会計期間比９７億円増加して３４０億円となっております。営業経費につきましては、連結子会

社の減少と削減努力の継続により、前中間連結会計期間比１９６億円減少し、１,０６２億円となっております。

特別利益につきましては、償却債権取立益の減少などにより前中間連結会計期間比８９億円減少して１１９億円と

なっております。また、特別損失は前中間連結会計期間比１７億円減少して７億円となりました。なお、当中間連結会

計期間におきましては、繰延税金資産算出に係る将来課税所得の見積もり期間を１年からおおむね５年に見直しま

した結果、法人税等調整額が前中間連結会計期間比２,３８４億円減少して△２,３１０億円となり、連結中間純利益の増加

に寄与しております。

以上により、連結経常利益は前中間連結会計期間比１１２億円増加し、１,４７９億円に、連結中間純利益は前中間連結

会計期間比２,４９５億円増加し、３,８５６億円となりました。また、１株当たり中間純利益は１２円１２銭となっております。

なお、当社グループの業績中、事業の種類別では銀行信託業務が、所在地別では本邦における業務が、各々大宗を

占めています。

なお、連結自己資本比率（国内基準）は、１１.２０％となりました。
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(単体ベース)

平成１８年９月中間期の株式会社りそな銀行の単体損益は、信託勘定不良債権処理額および一般貸倒引当金繰入額

を控除前の実勢業務純益で１,１７８億円となり、前年同期比３８億円の減益となりました。これは資金利益に含まれる

有価証券利息配当金が前年同期比１１８億円の増益となったものの、その他業務利益に含まれる債券関係損益が前年

同期の７４億円から△６６億円と大幅に減少したことが主な要因であります。

臨時収支につきましては、株式の売却益等の株式関係収益を計上したことから、りそな銀行単体ベースでは前年

同期比１６５億円の増収となる２６２億円を計上しております。

なお、中間会計期間におきまして、繰延税金資産算出に係る将来課税所得の見積もり期間を１年からおおむね５年

に見直しました結果、法人税等調整額が前年同期比２,３８５億円減少して△２,３１０億円となり中間純利益の増加に寄与

しております。

これらにより、中間純利益は前年同期比２,５１１億円の増益となる３,８６７億円を計上しています。

〈平成１８年９月末における剰余金の分配可能額について〉

会社法第４６１条では、剰余金の配当等を行った場合の効力発生日における剰余金の分配可能額について定

めていますが、平成１８年９月末における剰余金の分配可能額は、２,１７９億円であります。

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間比５,３３５億円支出が増加して、９,１３１億円の支出

となりました。これは、主としてコールローン等の増加やコールマネー等の減少など市場性資金の変動によ

るものです。投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却・償還などにより前中間連結会計期間比

１兆３,０８１億円収入が増加して、５,４１６億円の収入となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、劣後

特約付社債の発行による収入が減少したことや、優先出資証券の発行による収入がなかったことなどにより

前中間連結会計期間比１,６７０億円収入が減少して、１,５６４億円の支出となりました。これらの結果、現金及び

現金同等物の中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末比５,２８０億円減少して４,３２２億円となりました。
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平成１８年９月中間期単体損益の状況

（単位：億円）

りそな銀行
平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期比 平成１７年９月中間期 平成１８年３月期

業務粗利益
国内業務粗利益
資金利益
信託報酬（償却後）
（信託勘定不良債権処理額）※１
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
国際業務粗利益
資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益

経費（除く臨時処理分）（△）
人件費（△）
物件費（△）
税金（△）

一般貸倒引当金繰入額（△）※２
実勢業務純益
コア業務純益
業務純益
臨時収支
うち株式関係損益
株式等売却益
株式等売却損（△）
株式等償却（△）

うち不良債権処理額（△）※３
貸出金償却（△）
個別貸倒引当金純繰入額（△）
特定海外債権引当勘定繰入額（△）
その他不良債権処理額（△）
その他

経常利益
特別損益
うち与信費用戻入※４

償却債権取立益
うち固定資産処分損益
うち減損損失（△）

税引前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税（△）
法人税等調整額（△）
中間（当期）純利益

与信費用（△）※１、※２、※３、※４
（注）１.実勢業務純益：信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益

２. コア業務純益：債券関係損益、信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益

４,６４７
４,１４６
３,４６８
７５
０

６３６
８

△４２
５０１
３７
２８
２１
４１４
２,２５３
７２０
１,３９７
１３５
３

２,３９４
２,４７１
２,３９０
１５５
５３２
６１０
６３
１４
３１８
２４１
９８
０

△２１
△５８
２,５４５
４５６
４８４
４８４
△１９
７

３,００２
△１０９
△６１
３,１７３

△１６０

△３３
△４
８０
△１
１
３７
３

△１２４
△２８
５０
０
８５

△１６５
７
１
△０
６

△８７
△３８
１０２
４６
１６５
４４
３４４
２６１
３８
５１
２６
３２
０
△８
１７２
２１１
△７０
△９２
△９２
１７
△４
１４１
１５

△２,３８５
２,５１１

５８

２,２４５
２,０８８
１,７５９
３７
１

３３９
６

△５４
１５６
４０
１３
８４
１７

１,０６８
３１２
６９０
６５
４

１,１７８
１,２４５
１,１７２
２６２
３３０
６４４
２６２
５０
２６５
９４
１９７
△０
△２６
１９７
１,４３４
１１２
１１３
１１３
０
１

１,５４６
△１０

△２,３１０
３,８６７

１５７

２,２７８
２,０９３
１,６７８
３９
△０
３０１
３
７０
１８５
△１０
１３
△０
１８３
１,０６１
３１０
６９０
５９
９２

１,２１７
１,１４２
１,１２５
９７
２８５
２９９
１
１２
２１３
６７
１６４
△０
△１８
２４

１,２２２
１８２
２０６
２０６
△１７
６

１,４０５
△２５
７４

１,３５６

９８
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不良債権の状況

■金融再生法基準による開示債権の状況（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

単　体 連　結 単　体 連　結 単　体 連　結
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
小　計
正常債権
合　計

■リスク管理債権情報（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

単　体 連　結 単　体 連　結 単　体 連　結
破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計

■引当の状況 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末

単　体 連　結 単　体 連　結 単　体 連　結
貸倒引当金
一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定

（信託）債権償却準備金
引当金総額

３５８
２,００２
２,８３４
５,１９５

１８８,８６６
１９４,０６２

３６５
２,０１２
２,８４０
５,２１７

１８８,０００
１９３,２１８

３１１
２,４０２
２,３４４
５,０５９

１８８,２９０
１９３,３４９

３１９
２,４１４
２,３５０
５,０８４

１８７,６４９
１９２,７３３

３９０
２,４６７
２,９５５
５,８１３

１８２,１４５
１８７,９５９

５７４
２,８５３
３,０８３
６,５１２

２１３,７６６
２２０,２７８

７１
２,２１９
８５

２,７４９
５,１２４

７１
２,２３４
８５

２,７５５
５,１４６

３,５６４
２,１８９
１,３７３
１
５

３,５６９

３,５８４
２,２０９
１,３７３
０
５

３,５８９

１２５
２,４９３
７７

２,２６７
４,９６３

１２５
２,５１２
７７

２,２７３
４,９８８

３,６３５
２,１９４
１,４３９
１
４

３,６４０

３,６６３
２,２２２
１,４３９
０
４

３,６６８

８０
２,６９５
１５２
２,８０２
５,７３１

９３
２,７９２
１５２
２,９３１
５,９６９

４,０３９
２,３１２
１,７２５
１
５

４,０４４

４,７７７
３,００５
１,７７０
０
５

４,７８２

■ リスク管理債権情報（銀行勘定・連結） （単位：億円）

平成１７年９月末　　　 平成１８年９月末 平成１８年３月末

破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計

７１
２,２０５
８４

２,５４５
４,９０６

１２５
２,４７９
７５

２,０６８
４,７４８

９３
２,７６２
１４９
２,７１３
５,７１８

RB_06_FS_4.1J  07.1.22  11:00 PM  ページ06



り
そ
な
銀
行

主
要
な
経
営
指
標
等
の
推
移（
連
結
情
報
）

RB07

主要な経営指標等の推移（連結情報）

■最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：億円）

連結経常収益
うち連結信託報酬

連結経常利益
連結中間純利益
連結当期純利益
連結純資産額
連結総資産額
１株当たり純資産額（円）
１株当たり中間純利益（円）
１株当たり当期純利益（円）
潜在株式調整後１株当たり
中間純利益（円）
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益（円）
連結自己資本比率（国内基準）（％）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の中間期末残高
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]

信託財産額

平成１６年９月中間期

３,９９６
３０

１,９４２
１,６３０

９,７８９
３１２,２２４
△４８.９４
４.９７

２.１９

８.２７
△１,８４３
△４,６９３
２１０

１４,４８１

１０,７７８
[８,１５３]
１６,００９

ー

ー

ー

ー

平成１７年９月中間期

３,７６３
３９

１,３６７
１,３６１

１０,８３１
３１３,５０９
△４５.５６
４.１０

１.９５

９.０９
△３,７９５
△７,６６５
１０５

１２,０７４

８,０４３
[６,７９０]
１４,３３７

ー

ー

ー

ー

平成１８年９月中間期

４,０２０
３７

１,４７９
３,８５６

１５,１４１
２７３,１１８
△３６.０７
１２.１２

７.１４

１１.２０
△９,１３１
５,４１６
△１,５６４
４,３２２

８,３８８
[６,９３１]
１５,０１８

ー

ー

ー

ー

平成１７年３月期

８,１３８
７２

３,１２５

３,０４４
１０,９６２
３１６,２４４
△４５.１３

９.２５

３.５３

８.８３
△３,３１４
５,１３８
７９８

２３,４２９
１０,３６０
[８,３６８]
１５,３４８

ー

ー

ー

ー

平成１８年３月期

７,５５３
７５

２,７６５

３,１４３
１２,５５３
２８２,４７６
△３９.７４

９.５７

４.５２

９.０８
△５,７５８
△３,６５１
△４,５１１

９,６０２
８,０４７
[６,９３３]
１４,９５２

ー

ー

ー

ー

（注）１. 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. 連結純資産額および連結総資産額の算定にあたり、平成１８年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

３. １株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が改正されたことに伴い、平成１８年９月中間期から繰延ヘッジ
損益を含めて算出しております。

４. 連結自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当社は国内基準を採用しております。
５. 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しております。なお、該当する信託業務を営む会社は当社１社です。
６. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
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主要な経営指標等の推移（単体情報）

■最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：億円）

決算年月

経常収益
うち信託報酬
業務純益
経常利益
中間純利益
当期純利益
資本金
発行済株式総数（千株）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
１株当たり純資産額（円）
１株当たり中間配当額（１株当たり配当額）（円）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

１株当たり中間（当期）純利益（円）
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益（円）
単体自己資本比率（国内基準）（％）
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]
信託報酬
信託財産額
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高

平成１６年９月中間期

３,７０９
３０

１,４３２
１,７２５
１,５７２

２,７９９
６９,６３４,０５６
３０,８１９,７２２

５,９７０
６８０,０００
１４６

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００

９,５９３
２７９,６５４
１９５,４８５
１７８,８３７
５９,７６６
△４９.５８

０.６６２
１２.３７５
３.１８
５.００
７.１９
９.２５

０.１２９５
０.１２９５
０.１２９５
４.７９
２.１１
８.８８
８,０４４
[５,７５４]
３０

１６,００９
２,１８５
５０９

ー

平成１７年９月中間期

３,４５８
３９

１,１２５
１,２２２
１,３５６

２,７９９
６９,６３４,０６８
３０,８１９,７３５

５,９７０
６８０,０００
１４５

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００
１０,７６８
２８２,０５３
１９３,６６７
１７３,４６７
５９,５８５
△４５.７６

１.９０
４.６３５
３.１８
５.００
７.１９
９.２５

０.１３０５
０.１３０５
０.１３０５
４.０８
１.９５
９.８５
７,６４４
[６,７１１]
３９

１４,３３７
１,９０９
０

ー

平成１８年９月中間期

４,００６
３７

１,１７２
１,４３４
３,８６７

２,７９９
６９,６５２,２７１
３０,８４３,９３３

６８０,０００
１２０

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００
１３,６８６
２７３,７３５
１８９,１３６
１７９,７４８
５０,５９０
△３６.１４
（予定額）

３.１０

３.１８
５.００
７.１９
９.２５
０.１８
０.１８
０.１８
１２.１６
７.１７
１１.１３
８,１６２
［６,９１２］

３７
１５,０１８
１,６２４
０

ー

／

ー

平成１７年３月期

７,５３２
７２

２,６８３
２,３６４

３,１１４
２,７９９

６９,６３４,０５６
３０,８１９,７２２

５,９７０
６８０,０００
１４６

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００
１０,８８４
２８３,１１０
１９８,３２３
１７５,５１８
５１,０４７
△４５.３９

６.１０
２４.７５
６.３６
１０.００
１４.３８
１８.５０
０.２５９
０.２５９
０.２５９
９.４８
３.６２
９.６２
７,７０９
［５,９４６］

７２
１５,３４８
２,０５５
５０９

ー

平成１８年３月期

７,１２６
７５

２,３９０
２,５４５

３,１７３
２,７９９

６９,６５２,２７１
３０,８４３,９３３

６８０,０００
１２０

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００
１２,５２３
２８３,３６４
１９６,１６０
１７９,９３５
５６,５７１
△３９.８４

８.４
４.６３５
６.３６
１０.００
１４.３８
１８.５０
０.２６１
０.２６１
０.２６１
９.６７
４.５６
８.９９
７,８２２
［６,９１６］

７５
１４,９５２
１,７４４
０

／

ー

（注）１. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. 純資産額および総資産額の算定にあたり、平成１８年９月から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

３. １株当たり純資産額は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が改正されたことに伴い、平成１８年度中間連結会計期間から繰
延ヘッジ損益を含めて算出しております。

４. 平成１８年９月中間期の１株当たり中間配当額（中間配当基準日：平成１８年１２月３１日）については、予定額を記載しております。なお、確定額は平成１９年１月以降の取締役会に
て決議の予定であります。

５. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
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中間連結財務諸表

■中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年９月３０日現在） （平成１８年９月３０日現在） （平成１８年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金※８
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産※８
有価証券※１、２、８
貸出金※３、４、５、６、７、８、９
外国為替※７
その他資産※８
動産不動産
有形固定資産※１０、１１、１２
無形固定資産
繰延税金資産
連結調整勘定
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預　金※８
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形※８
売現先勘定※８
特定取引負債
借用金※８、１３
外国為替
社　債※１４
信託勘定借
その他負債
退職給付引当金
事業再構築引当金
店舗チャネル改革引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債※１０
支払承諾
負債の部合計

少数株主持分 少数株主持分
資本の部 資本金

資本剰余金
利益剰余金
土地再評価差額金※１０
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
資本の部合計
負債、少数株主持分
及び資本の部合計

純資産の部 資本金
資本剰余金
利益剰余金
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金※１０
為替換算調整勘定
評価・換算差額等合計
少数株主持分
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

１,１７１,５３６
９９６,９２０

１１,０４７
４,９０２

６５１,８３９
５,６５０,０３３
１８,０３５,０９８
７６,９４５
６３２,７７４
３３５,８９２

２９０
５５

１,０５３,２５４
△３５８,４１２
△１４,４９０

２８,２４７,６９１
１９,６３５,７９７
１,８３５,２３０
２,５５３,９６２
２４０,４８０
７４,３８３
４１,８８８
２０,２８７
５９７,４３８
４２６,１１２
２９２,７１４

０
１５６
２,７３１
０

２４,７３４
４５,５４９

１,０５３,２５４
２６,８４４,７２１
１４７,５７５
２７９,９２８
４０４,４０８
３０８,３７８
６３,３０６
２０１,３１７
△１,９４６

１,２５５,３９３

２８,２４７,６９１

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー

ー

６０７,９９６
１,３５０,０７８
６,９９８
２２,４５９
８,８４２

３８５,６８８
５,０５５,１５５
１８,００５,１０１
７０,４８３
５６９,５７９

３１４,３１７
８,２５１

２４７,９０２

１,０３９,９９９
△３６６,３３４
△１４,６８８

２７,３１１,８３１
１８,９３５,３８３
２,２７６,４９０
１,８１３,７０１
４７,９７５
４９,３１０
２７８,５８９
１３,０４８
６７４,３８２
３８５,４８４
２３５,１８１

０
９６

２,５２５
０
０

４５,５４１
１,０３９,９９９
２５,７９７,７０９

２７９,９２８
４０４,４０８
４８３,９６４
１,１６８,３０１
１５３,９５１
△１２,９７１
６３,２９５
△１,８４７
２０２,４２７
１４３,３９２
１,５１４,１２１
２７,３１１,８３１

ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー

１,５０１,８１０
８６５,８４４

９,７４８
４,０６９

７８３,５２２
５,９３６,５１２
１７,３９７,６５９
７８,０９７
５４６,２８６
３３９,４８７

３,５３６
６９

４,３７６,０９９
△４７７,７３２
△１４,０８４

３１,３５０,９２７
１９,３７９,８９６
１,６１１,０４０
２,６４３,７０５
２４８,９９７
４７,００２
１６５,３２２
２２,１５６
６４３,４０４
４１１,６０２
２８０,２４８
１０２
１９６
２,９３２
０

７８０
４４,８４５

４,３７６,０９９
２９,８７８,３３２
３８９,４７９
２７９,９２８
４０４,４０８
１９８,２４０
６２,３９７
１４０,３８４
△２,２４４

１,０８３,１１５

３１,３５０,９２７

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー

ー

当社は、平成１７年９月中間期並びに平成１８年３月期の（中間）連結財務諸表すなわち（中間）連結貸借対照表、（中間）連結損益計算書、（中間）連結剰余金計算
書及び（中間）連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、新日本監査法人及び監査法人トーマツの監査証明を受け
ております。また、平成１８年９月中間期の中間連結財務諸表すなわち中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間
連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査証明を受けております。
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■中間連結損益計算書 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで） （平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

経常収益
資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※１

経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用※２

経常利益
特別利益※３
特別損失※４
税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
中間（当期）純利益

４０２,０１５
２１９,７８８
(１６１,１４５)
(３４,９６１)
３,７５６
５５,４８４
９,４３０
２４,６５２
８８,９０２
２５４,０２９
３４,００５
(１４,２６７)
２０,０５２
２７８

２７,９９２
１０６,２２３
６５,４７７
１４７,９８５
１１,９０４
７０４

１５９,１８６
△１,０２８

△２３１,０８４
５,６７６

３８５,６２２

３７６,３３４
２０３,８４１
(１６７,８５７)
(２３,８２９)
３,９０８
７３,９４９
３７７

３２,０６３
６２,１９３
２３９,５７８
２４,２７７
(９,５３８)
１８,２８０
９４

６,５６６
１２５,８９７
６４,４６３
１３６,７５５
２０,８７９
２,４９１

１５５,１４３
３,１０６
７,３２４
８,６１０

１３６,１０１

７５５,３９１
４２１,７６５
(３２８,８８４)
(６０,２０４)
７,５７５

１５７,３３０
３,２３８
６３,７４７
１０１,７３４
４７８,７９２
４８,８４４
(１９,７３１)
５０,６６６
２０２

２６,２６６
２５２,４０９
１００,４０４
２７６,５９９
４８,７５５
３,０６７

３２２,２８６
△３,３１３
△６,３１５
１７,５２８
３１４,３８６
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■中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本剰余金中間期末（期末）残高
（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高
中間（当期）純利益
土地再評価差額金取崩

利益剰余金減少高
配当金

利益剰余金中間期末（期末）残高

４０４,４０８
４０４,４０８

２３８,３２６
１３７,１１０
１３６,１０１
１,００９

１７７,１９６
１７７,１９６
１９８,２４０

４０４,４０８
４０４,４０８

２３８,３２６
３１５,３９７
３１４,３８６
１,０１０

２４５,３４４
２４５,３４４
３０８,３７８

■中間連結株主資本等変動計算書　平成１８年９月中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （単位：百万円）

平成１８年３月３１日残高
中間連結会計期間中の変動額
剰余金の配当（※）
中間純利益
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

２７９,９２８

２７９,９２８
ー

資本金

株主資本

資本
剰余金

利益
剰余金

株主資本
合計

４０４,４０８

４０４,４０８
ー

３０８,３７８

△２１０,０４８
３８５,６２２

１１

１７５,５８５
４８３,９６４

９９２,７１６

△２１０,０４８
３８５,６２２

１１

１７５,５８５
１,１６８,３０１

（単位：百万円）

平成１８年３月３１日残高
中間連結会計期間中の変動額
剰余金の配当（※）
中間純利益
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

※平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

評価・換算差額等
その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等
合計

少数
株主
持分

純資産合計

１,４０２,９６９

△２１０,０４８
３８５,６２２

１１

△６４,４３３

１１１,１５２
１,５１４,１２１

１４７,５７５

△４,１８３

△４,１８３
１４３,３９２

２６２,６７７

△６０,２５０

△６０,２５０
２０２,４２７

△１,９４６

９９

９９
△１,８４７

６３,３０６

△１１

△１１
６３,２９５

△１２,９７１

△１２,９７１
△１２,９７１

ー２０１,３１７

△４７,３６６

△４７,３６６
１５３,９５１
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■中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで） （平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益
減価償却費
減損損失
連結調整勘定償却額
のれん償却額
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
投資損失引当金の増加額
事業再構築引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
固定資産処分損益（△）
特定取引資産の純増（△）減
特定取引負債の純増減（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
コールローン等の純増（△）減
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減
コールマネー等の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
普通社債の発行・償還による純増減（△）
信託勘定借の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
その他
小　計
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
動産不動産の取得による支出
有形固定資産の取得による支出
動産不動産の売却による収入
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
無形固定資産の売却による収入
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出
劣後特約付社債の発行による収入
劣後特約付社債の償還による支出
優先出資証券の発行による収入
優先出資証券の償還による支出
配当金支払額
少数株主への配当金支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

１５９,１８６
４,３３２
１９２

１３
△１,７８５
７,９２２
１９７
△６０
０

△２１９,７８８
３４,００５
△２５,１３２
△３９,６２０

△６２
２６６,１５１
△２５,０７３
２９,９９６

△７００,４１３
４４１,２６０
２４３,７０１
３１,６１８

△３６４,０９６
△１１,４１１
△９３２,７６６
６,４６２
△７,２３９

△４０,６２８
２２２,２８８
△４０,０６９
３６,６６５

△９２４,１５２
１０,９９０

△９１３,１６１

△９,１９７,２８４
８,６０９,９３０
１,１３０,７０１

△２,８２７

５０２
△９３１
１,５２６

５４１,６１８

△７,０００
９６,９６８
△３６,２００

△２１０,０４８
△１９８

△１５６,４７７
２０

△５２８,０００
９６０,２４８

４３２,２４７
ー

ー
ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

１５５,１４３
５,５１７
６６０
１３

△１１６
△１３,６５８

１０４
△７０
３８

△２０３,８４１
２４,２７７
△３１,７４６
△２９,８０４
１,６３１

△１１３,７３５
７,０１４

２８８,５９２
△４６８,７６４
６６４,０９０
７８０

△１６,９５５
△２４５,４８８
△９,７４８

△４３５,４１２
△１０,４３６
１,５５８

△３４,９００
１８,４３６
２０８,５１５
△２０,４０５
△１１９,２１４
△３７７,９２４
△１,６４０

△３７９,５６５

△８,２６７,８６５
６,３８０,０４２
１,１０８,８２６
△２,５３４

７００

１４,３２５
△７６６,５０４

△１３０,０００
２６４,２７４
△７２,７００
１２６,２４６

△１７７,１９６
△２９

１０,５９４
５２

△１,１３５,４２２
２,３４２,９１７

１,２０７,４９４
ー

ー

ー
ー
ー

ー

ー

ー

３２２,２８６
９,５８８
７６３
２７

△５２８
△６３４
３,３２６
△１１０
△５７２

△４２１,７６５
４８,８４４
△４１,７８７
△６１,１５４
２,０３１

４５,８４６
３４,３９５

△２０４,００４
△３７４,１５５
７２０,２８０
５９６

６５,４１８
△３８１,９２９
△１１,０４７
△５３３,６７２
△９,２８５
△３０９

△６８,７００
３２,９４６
４２７,２８６
△３６,９６３
△１３６,０５２
△５６９,０３５
△６,７８９

△５７５,８２４

△１４,０１８,１３４
１１,２３７,６９４
２,４０１,２６４
△５,６２７

１,４８８

１８,１８７
△３６５,１２７

△２５３,２５０
２９４,８９０
△１２２,８００
１２６,１５８
△２５０,７３０
△２４５,３４４

△２９
△４５１,１０４

１０５
△１,３９１,９５１
２,３４２,９１７

９,２８１
９６０,２４８

ー
ー
ー

ー

ー

ー
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■中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１８年９月中間期）

１. 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社 ８社

主要な会社名　P.T.Bank Resona Perdania
あさひ銀リテールファイナンス株式会社、Resona Preferred
Capital (Cayman) ３Limited、Resona Preferred Capital
(Cayman) ６ Limited、 Resona Preferred Securities
(Cayman) ３ Limited 及 び Resona Preferred Securities
(Cayman)６ Limited は清算により当中間連結会計期間から連結
の範囲より除外しております。

（２）非連結子会社　
主要な会社名
ＡｓａｈｉServicos e RepresentacoesＬｔｄａ.
非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う
額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合
う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及
び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏し
いため、連結の範囲から除外しております。

２. 持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社はありません。
（２）持分法適用の関連会社　　 ４社

主要な会社名
りそな保証株式会社
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（３）持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉServicos e RepresentacoesＬｔｄａ.

（４）持分法非適用の関連会社はありません。
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、中間純損益（持分に
見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分
に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸
表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

３. 連結子会社の中間決算日等に関する事項
（１）連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。

６月末日 ５社
９月末日 ３社

（２）上記の子会社については、それぞれの中間決算日の財務諸表によ
り連結しております。
中間連結決算日と上記の中間決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る
短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以
下「特定取引目的｣）の取引については、取引の約定時点を基準とし、
中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上
するとともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定
取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権
等については中間連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済
したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会
計期間中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結
会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、
派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末に
おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式
及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他
有価証券で時価のあるもののうち株式については主として中間
連結決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額
に基づく時価法、また、それ以外については中間連結決算日の
市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却
原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入
法により処理しております。
（会計方針の変更）
従来、その他有価証券に区分される物価連動国債等について
は、現物の金融資産部分と組込デリバティブ部分を一体として
時価評価し、評価差額を損益に計上しておりましたが、「その他
の複合金融商品（払込資本を増加させる可能性のある部分を含
まない複合金融商品）に関する会計処理」（企業会計基準適用指
針第１２号平成１８年３月３０日）が公表されたことに伴い、当中間連
結会計期間から同適用指針を適用し、前連結会計年度末の連結
貸借対照表価額を取得原価として償却原価法を適用し時価評価

による評価差額（税効果額控除後）を純資産の部に計上しており
ます。これにより、従来の方法と比べその他有価証券評価差額
金は２０３百万円減少し、繰延税金資産は１３９百万円増加しており、
税金等調整前中間純利益は３４３百万円増加しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において
信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法に
より行っております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に
より行っております。

（４）減価償却の方法
① 有形固定資産
当社の有形固定資産は、建物については定額法、動産について
は定率法をそれぞれ採用し、年間減価償却費見積額を期間によ
り按分し計上しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年
連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に
基づき、主として定額法により償却しております。

② 無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利
用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定める利用
可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。
のれんの償却については、原則５年間の均等償却を行っており
ますが、重要性の乏しいものは発生年度において一括償却して
おります。

（５）貸倒引当金の計上基準
当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の
とおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務
者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減
額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）及び今後
の管理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者
のうち、債権の元本の回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フロー
を合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・
フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との
差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き
当てております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債
務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績か
ら算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因し
て生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しており
ます。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資
産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を
監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は３１６,９３９百万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績
率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引
き当てております。

（６）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会
社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（７）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中
間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して
おります。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は、以下のと
おりであります。
・過去勤務債務：発生年度に一括して損益処理
・数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

（８）事業再構築引当金の計上基準
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革の
ためのシステム更改に伴う除却及び店舗統廃合に伴い、今後発生が
見込まれる損失について合理的に見積もることができる金額を計
上しております。
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（９）店舗チャネル改革引当金の計上基準
店舗チャネル改革引当金は、収益基盤の維持・強化とローコスト運
営を両立する新しい店舗チャネルを再構築するための店舗の移転・
統廃合・形態変更等に伴い、今後発生が見込まれる損失について合
理的に見積もることができる金額を計上しております。

（１０）特別法上の引当金の計上基準
証券取引責任準備金 ０百万円
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てる
ため､証券取引法第６５条の２第７項において準用する同法第５１条及
び金融機関の証券業務に関する内閣府令第３２条に定めるところに
より算出した額を計上しております。

（１１）外貨建資産・負債の換算基準
当社の外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付
す関連会社株式を除き、主として中間連結決算日の為替相場による
円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日
等の為替相場により換算しております。

（１２）リース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（１３）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ
当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の
方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定する繰
延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、
相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間
毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・
フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金
利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している
繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に
関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別監査委員会報告第１５号）を適用して実施しておりました多数の
貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて
総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、
「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定
元本金額に応じ平成１５年度から最長１０年間にわたって、資金調達
費用又は資金運用収益として期間配分しております。
なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延
ヘッジ損失は７,１８７百万円（税効果控除前）、繰延ヘッジ利益は９,６３２
百万円（同前）であります。
（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ
ジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という。）
に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法
については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目
的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段と
し、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ
の有効性を評価しております。
また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッ
ジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定
し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直
先負債が生じていること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及
び時価ヘッジを適用しております。
（ハ）連結会社間取引等
デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の
勘定との間又は内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段とし
て指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、
業種別監査委員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排
除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準
に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨
スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又
は繰延処理を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジあるい
は金利スワップの特例処理を行っております。

（１４）消費税等の会計処理
当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっております。

（１５）連結納税制度の適用
当社は株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結
納税主体の連結納税子会社として連結納税制度を適用しております。

５. 中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、中間連
結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け
金であります。

■中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（平成１８年９月中間期）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５
号平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２月９日）
を当中間連結会計期間から適用しております。
当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は
１,３８３,７００百万円であります。
なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部に
ついては、中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改
正後の中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則により作成しており
ます。

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号平成１８年８月１１日）
が一部改正され、改正会計基準の公表日以後終了する中間会計期間から
適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から改正会計
基準を適用し、社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額を
もって中間連結貸借対照表価額としております。これにより、従来の方法
に比べ「その他資産」中の社債発行差金は４７１百万円、「社債」は４７１百万
円、それぞれ減少しております。
なお、平成１８年３月３１日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計
上した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企
業会計基準実務対応報告第１９号平成１８年８月１１日）の経過措置に基づき
従前の会計処理を適用し、社債の償還期間にわたり均等償却を行うとと
もに未償却残高を社債から直接控除しております。

■表示方法の変更 （平成１８年９月中間期）

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法施
行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８年４月２８
日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する連結会計年度から適
用されることになったこと等に伴い、当中間連結会計期間から以下のと
おり表示を変更しております。

（中間連結貸借対照表関係）
（１）純額で繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他資産」又は
「その他負債」に含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価
差額は、税効果額を控除のうえ、評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損
益」として相殺表示しております。

（２）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示
しております。

（３）「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」又は「その他資産」
に区分して表示しております。

（４）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」
に含めて表示しております。

（５）資産の部に独立掲記していた「連結調整勘定」は、「無形固定資産」に
含めて表示しております。

（中間連結損益計算書関係）
連結調整勘定償却は、従来、「経常費用」中「その他経常費用」で処理して
おりましたが、当中間連結会計期間からは無形固定資産償却として「経常
費用」中「営業経費」に含めております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
（１）「連結調整勘定償却額」は「のれん償却額」に含めて表示しておりま

す。
（２）「動産不動産処分損益（△）」は、中間連結貸借対照表の「動産不動

産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分されたことに伴い、
「固定資産処分損益（△）」等として表示しております。
また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得によ
る支出」等として、「動産不動産の売却による収入」は、「有形固定資
産の売却による収入」等として表示しております。

■追加情報 （平成１８年９月中間期）

株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結納税主体
の繰延税金資産につきましては、業績安定に伴う課税所得の発生や、平
成１８年１１月の新「経営の健全化のための計画」策定など、業績予測や課
税所得発生の確実性向上を踏まえて、当中間連結会計期間より、将来課
税所得の見積可能期間を従来の１年からおおむね５年として計上してお
ります。
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■注記事項 （平成１８年９月中間期）

（中間連結貸借対照表関係）
※１. 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式２５,４７４百万円及

び出資金４,００３百万円が含まれております。
※２. 消費貸借契約（債券貸借取引）又は賃貸借契約により貸し付けてい

る有価証券はありません。
現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券は２９,３５２
百万円で、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を
有しておりますが、当中間連結会計期間末において当該処分をせず
にすべて所有しております。

※３. 貸出金のうち、破綻先債権額は１２,５１７百万円、延滞債権額は２４７,９１８
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償
却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払
を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※４. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は７,５７５百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日
の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

※５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２０６,８２２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

※６. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は４７４,８３３百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

※７. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受
け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替
は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有して
おりますが、その額面金額は２４４,２１１百万円であります。

※８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 ４７,９７５百万円
有価証券 １,９８９,０９５百万円
貸出金 ３１７,１００百万円
その他資産 １,６９７百万円

担保資産に対応する債務
預金 ６０,９３０百万円
コールマネー及び売渡手形 １５,０００百万円
売現先勘定 ４７,９７５百万円
借用金 ２４５,３００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として、有価証券６５６,４２８百万円及びその他資産
４,８９２百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は１８,１５５百万円、敷金
保証金は１７,５３１百万円であります。

※９. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
７,１４０,０６４百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも
の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが６,９９５,４１５百万円
あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社及び連結子会社の
将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相
当の事由があるときは、当社及び連結子会社が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めてい
る手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直
し、与信保全上の措置等を講じております。

※１０. 株式会社あさひ銀行及び株式会社奈良銀行より継承した事業用の
土地については、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公
布法律第３４号）に基づき、再評価を行い、評価差額については、当
該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と
して純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第
１１９号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平
成１０年１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理
的な調整を行って算出しております。

※１１. 有形固定資産の減価償却累計額 １４１,２９４百万円
※１２. 有形固定資産の圧縮記帳額 ４４,７９１百万円

（当中間連結会計期間圧縮記帳額 ー百万円）
※１３. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金２６,０００百万円が含まれております。
※１４. 社債は全額劣後特約付社債であります。
１５. 当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託

４８８,４２７百万円であります。

（中間連結損益計算書関係）
※１. その他経常収益には、

株式等売却益 ６４,４０７百万円
を含んでおります。

※２. その他の経常費用には、
株式等売却損 ２６,２９２百万円
貸倒引当金繰入額 ２１,０９２百万円
貸出金償却 ９,４０８百万円
を含んでおります。

※３. 特別利益には、
償却債権取立益 １１,３３０百万円
を含んでおります。

※４. 特別損失には、
固定資産処分損 ５１２百万円
減損損失 １９２百万円
を含んでおります。

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：千株）
前連結会計 当中間連結会計 当中間連結会計 当中間連結会計
年度末株式数 期間増加株式数 期間減少株式数 期間末株式数 摘　要

普通株式 ３０,８４３,９３３ ー ー ３０,８４３,９３３
種類株式
乙種第一回優先株式 ６８０,０００ ー ー ６８０,０００
丁種第一回優先株式 １２０ ー ー １２０
戊種第一回優先株式 ２４０,０００ ー ー ２４０,０００
己種第一回優先株式 ８０,０００ ー ー ８０,０００
第１種第一回優先株式 １２,５００,０００ ー ー １２,５００,０００
第２種第一回優先株式 １２,８０８,２１７ ー ー １２,８０８,２１７
第３種第一回優先株式 １２,５００,０００ ー ー １２,５００,０００

合　計 ６９,６５２,２７１ ー ー ６９,６５２,２７１

２. 配当に関する事項
配当金の １株当たりの

決議 株式の種類 総額（百万円） 金額（円） 基準日　　　 効力発生日

平成１８年６月２７日 普通株式 200,485 6.5000 平成１８年３月３１日 平成１８年６月２７日
定時株主総会 種類株式

乙種第一回
優先株式 2,162 3.1800
丁種第一回
優先株式 0 5.0000
戊種第一回
優先株式 1,725 7.1900
己種第一回
優先株式 740 9.2500
第１種第一回
優先株式 1,631 0.1305
第２種第一回
優先株式 1,671 0.1305
第３種第一回
優先株式 1,631 0.1305

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

平成１８年９月３０日現在
現金預け金勘定 ６０７,９９６百万円
日本銀行以外への預け金 △１７５,７４８百万円
現金及び現金同等物 ４３２,２４７百万円
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（リース取引関係）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
･リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び中間連結会
計期間末残高相当額
取得価額相当額

動　産 １０,４５２百万円
その他 ー百万円
合　計 １０,４５２百万円

減価償却累計額相当額
動　産 ４,９８３百万円
その他 ー百万円
合　計 ４,９８３百万円

中間連結会計期間末残高相当額
動　産 ５,４６９百万円
その他 ー百万円
合　計 ５,４６９百万円

･未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額
１年内 １,７６２百万円
１年超 ３,９８２百万円
合　計 ５,７４５百万円

･支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 １,０７６百万円
減価償却費相当額 ９８０百万円
支払利息相当額 ９７百万円

･減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
･利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各中間連結会計期間への配分方法については、利息法によっており
ます。

２. オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内 １６百万円
１年超 １６百万円
合　計 ３２百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、減損損失累計額
相当額等減損会計に係る項目の記載は省略しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △３６円０７銭
１株当たり中間純利益 １２円１２銭
潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ７円１４銭
（注）１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益

の算定上の基礎は、次のとおりであります。
１株当たり中間純利益
中間純利益 ３８５,６２２百万円
普通株主に帰属しない金額 １１,６４２百万円
うち優先配当額 １１,６４２百万円
普通株式に係る中間純利益 ３７３,９８０百万円
普通株式の中間期中平均株式数 ３０,８４３,９３３千株

潜在株式調整後１株当たり中間純利益
中間純利益調整額 １１,６４２百万円
うち優先配当額 １１,６４２百万円
普通株式増加数 ２３,０９６,３６７千株
うち優先株式 ２３,０９６,３６７千株

※当中間連結会計期間に係る「（中間）優先配当額」については、予定
額を記載しております。
なお、確定額は平成１９年１月以降の取締役会にて決議の予定であり
ます。

（重要な後発事象）
該当ありません。

〔ご参考〕
なお、半期報告書に、企業内容等の開示に関する内閣府令第１８条２項
の規定に基づく確認書を、添付しております。

RB_06_FS_4.1J  07.1.22  11:00 PM  ページ16



り
そ
な
銀
行

連
結
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

RB17

連結セグメント情報

■事業の種類別セグメント情報

平成１７年９月中間期、平成１８年９月中間期、平成１８年３月期

全セグメントの経常収益の合計、経常利益及び全セグメントの資産の合計額に占める銀行信託業務の割合が、いずれも９０％を超え
ているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

■所在地別セグメント情報

平成１７年９月中間期、平成１８年９月中間期、平成１８年３月期

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める本邦の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セ
グメント情報の記載を省略しております。

■海外経常収益

平成１７年９月中間期、平成１８年９月中間期、平成１８年３月期

海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。
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中間単体財務諸表

当社は、平成１７年９月中間期並びに平成１８年３月期の（中間）財務諸表すなわち（中間）貸借対照表、（中間）損益計算書については、証券取引法第１９３条の２
の規定に基づき、新日本監査法人及び監査法人トーマツの監査証明を受けております。また、平成１８年９月中間期の中間財務諸表すなわち中間貸借対照表、
中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査証明を受けております。

■中間貸借対照表 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年９月３０日現在） （平成１８年９月３０日現在） （平成１８年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金
コールローン
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
買入手形
買入金銭債権
特定取引資産※８
有価証券※１、２、８
貸出金※３、４、５、６、７、８、９
外国為替※７
その他資産※８
動産不動産
有形固定資産※１０、１１、１５
無形固定資産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預　金※８
譲渡性預金
コールマネー※８
売現先勘定※８
売渡手形※８
特定取引負債
借用金※８、１２
外国為替
社　債※１３
信託勘定借
その他負債
事業再構築引当金
店舗チャネル改革引当金
特別法上の引当金※１４
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債※１５
支払承諾
負債の部合計

資本の部 資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金
中間（当期）未処分利益

土地再評価差額金※１５
その他有価証券評価差額金
資本の部合計
負債及び資本の部合計

純資産の部 資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金

利益剰余金
その他利益剰余金
繰越利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金※１５
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

１,１６９,６９１
９５８,９８５

１１,０４７
３５,３００
１７,８５７
６５１,８３９
５,６５７,１３５
１７,９９３,５０１
７５,７１７
６３２,６３７
３３５,４１４

１,１６６,８７４
△３５６,４５９
△１３,０５８

２８,３３６,４８５
１９,６１６,０８６
１,８３５,２３０
２,２７１,９２２
２４０,４８０
２８１,８００
７４,３８３
１５５,０２７
２３,６２３
６２０,４２０
４２６,１１２
２９９,０２８
１５６
２,７３１
０

２４,７３３
４５,５４９

１,１６６,８７４
２７,０８４,１６１
２７９,９２８
３５２,２０８
２７９,９２８
７２,２８０
３５５,６７０
３５５,６７０
６３,３０６
２０１,２０８
１,２５２,３２３
２８,３３６,４８５

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー

ー

６０６,０７２
１,３４５,５３３
６,９９８
２２,４５９

８,８４２
３８５,６８８
５,０５９,０７０
１７,９７４,８３７
６９,５６９
５６９,０００

３１３,８５２
８,１８６

２４７,６６１
１,１３２,４２０
△３６３,５５５
△１３,０５８

２７,３７３,５７８
１８,９１３,６４０
２,２７６,４９０
１,８１２,２１１
４７,９７５

４９,３１０
３７４,０４６
１３,１１２
７１５,８３５
３８５,４８４
２３６,２５７

９６
２,５２５
０

４５,５４１
１,１３２,４２０
２６,００４,９４７

２７９,９２８
３５２,２０８
２７９,９２８
７２,２８０
５３２,３９１
５３２,３９１
５３２,３９１
１,１６４,５２９
１５３,８６２
△１３,０５５
６３,２９５
２０４,１０１
１,３６８,６３１
２７,３７３,５７８

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー

ー

ー

１,４９８,９７３
７６３,２２２

９,７４８
１００,０００
１９,２１９
７８３,５２２
５,９５８,５２９
１７,３４６,７９７
７６,６６６
５３８,９２５
３３６,７３６

３,４４７
１,１８６,５１２
△４０３,９０３
△１３,０５８

２８,２０５,３３７
１９,３６６,７８４
１,７７０,０４０
２,３７５,８９５
２４８,９９７
２６７,８００
４７,００２
３２５,０２７
２２,６８７
８６７,０８８
４１１,６０２
１９１,１０９
１９６
２,９３２
０

４４,８４５
１,１８６,５１２
２７,１２８,５２０
２７９,９２８
３５２,２０８
２７９,９２８
７２,２８０
２４２,１２７
２４２,１２７
６２,３９７
１４０,１５５
１,０７６,８１７
２８,２０５,３３７

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー

ー
ー

ー
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■中間損益計算書 （単位：百万円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで） （平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

経常収益
資金運用収益
（うち貸出金利息）
（うち有価証券利息配当金）

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※１

経常費用
資金調達費用
（うち預金利息）

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費※２
その他経常費用※３

経常利益
特別利益※４
特別損失※５
税引前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中間（当期）純利益
前期繰越利益
土地再評価差額金取崩額
中間配当額
中間（当期）未処分利益

７１２,６５８
４１３,８４６
(３２１,８２３)
(６０,３５２)
７,５７５

１２９,０６０
３,２３８
６３,４４２
９５,４９５
４５８,０８８
６３,２８７
(１９,１９２)
６２,６０８
２０２

２６,２６５
２３４,３２３
７１,４０１
２５４,５７０
４８,６９４
３,００８

３００,２５６
△１０,９２７
△６,１４４
３１７,３２８
１０５,４８０
１,０１０
６８,１４８
３５５,６７０

４００,６４６
２１８,８０４
(１５９,６９０)
(３５,６５９)
３,７５６
５５,３１８
９,４３０
２４,３３６
８９,０００
２５７,２０２
３８,８４０
(１３,７９１)
１９,９９９
２７８

２７,９９２
１０５,７１６
６４,３７５
１４３,４４４
１１,９０４
７０４

１５４,６４５
△１,０２８

△２３１,０８４
３８６,７５７

ー
ー
ー
ー

３４５,８３５
１９７,３９０
(１６２,０６４)
(２３,８２７)
３,９０８
５５,６０８
３７７

３１,９１７
５６,６３２
２２３,５８９
３０,５９７
(９,３２８)
２４,０６６
９４

６,５６５
１１０,５２３
５１,７４０
１２２,２４５
２０,７３４
２,４６８

１４０,５１２
△２,５６６
７,４４０

１３５,６３８
１０５,４８０
１,００９

２４２,１２７
ー
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■中間株主資本等変動計算書　平成１８年９月中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで） （単位：百万円）

平成１８年３月３１日残高
中間会計期間中の変動額
剰余金の配当（※）
中間純利益
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

２７９,９２８

２７９,９２８
ー

資本金

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金

利益剰余金

２７９,９２８

２７９,９２８
ー

７２,２８０

７２,２８０
ー

３５２,２０８

３５２,２０８
ー

３５５,６７０

△２１０,０４８
３８６,７５７

１１

１７６,７２１
５３２,３９１

株主資本合計

９８７,８０８

△２１０,０４８
３８６,７５７

１１

１７６,７２１
１,１６４,５２９

（単位：百万円）

平成１８年３月３１日残高
中間会計期間中の変動額
剰余金の配当（※）
中間純利益
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計
平成１８年９月３０日残高

※平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

２０１,２０８

△４７,３４６

△４７,３４６
１５３,８６２

△１３,０５５

△１３,０５５
△１３,０５５

ー ６３,３０６

△１１

△１１
６３,２９５

２６４,５１４

△６０,４１２

△６０,４１２
２０４,１０１

１,２５２,３２３

△２１０,０４８
３８６,７５７

１１

△６０,４１２

１１６,３０８
１,３６８,６３１

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 土地再評価

差額金
評価・換算
差額等合計

純資産合計
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■中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１８年９月中間期）

１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期
的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取
引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照
表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引
からの損益を中間損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に
計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等につ
いては中間決算日の時価により、スワップ・先物･オプション取引等の派
生商品については中間決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間会計期間中
の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前事業年度末と当中
間会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前事業
年度末と当中間会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減
額を加えております。

２. 有価証券の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による

償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式に
ついては中間決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された
額に基づく時価法、また、それ以外については中間決算日の市場価格
等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないも
のについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行って
おります。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ
り処理しております。
（会計方針の変更）
従来、その他有価証券に区分される物価連動国債等については、現物
の金融資産部分と組込デリバティブ部分を一体として時価評価し、評
価差額を損益に計上しておりましたが、「その他の複合金融商品（払込
資本を増加させる可能性のある部分を含まない複合金融商品）に関す
る会計処理」（企業会計基準適用指針第１２号平成１８年３月３０日）が公
表されたことに伴い、当中間会計期間から同適用指針を適用し、前事
業年度末の貸借対照表価額を取得原価として償却原価法を適用し時
価評価による評価差額（税効果額控除後）を純資産の部に計上してお
ります。これにより、従来の方法と比べその他有価証券評価差額金は
２０３百万円減少し、繰延税金資産は１３９百万円増加しており、税引前
中間純利益は３４３百万円増加しております。

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財
産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っており
ます。

３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により
行っております。

４. 固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

有形固定資産は、建物については定額法、動産については定率法を
それぞれ採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上し
ております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年

（２）無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用の
ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
て償却しております。

５. 繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

６. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上
しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者
（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）及び今後
の管理に注意を要する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者の
うち、債権の元本の回収及び利息の受取に係るキャッシュ・フローを
合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フ
ローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額
を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当て
ております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債務
者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能
力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から
算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して
生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監
査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額して
おり、その金額は３１６,９３９百万円であります。

（２）投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会
社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（３）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計
期間末において発生していると認められる額を計上しております。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は、以下のと
おりであります。
過去勤務債務
発生年度に一括して損益処理
数理計算上の差異
各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら損益処理

（４）事業再構築引当金
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革のた
めのシステム更改に伴う除却及び店舗統廃合に伴い、今後発生が見
込まれる損失について合理的に見積もることができる金額を計上し
ております。

（５）店舗チャネル改革引当金
店舗チャネル改革引当金は、収益基盤の維持・強化とローコスト運営
を両立する新しい店舗チャネルを再構築するための店舗の移転・統
廃合・形態変更等に伴い、今後発生が見込まれる損失について合理的
に見積もることができる金額を計上しております。

（６）証券取引責任準備金
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるた
め、証券取引法第６５条の２第７項において準用する同法第５１条及び金
融機関の証券業務に関する内閣府令第３２条に定めるところにより算
出した額を計上しております。

７. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株
式及び関連会社株式を除き、主として中間決算日の為替相場による円換
算額を付しております。

８. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっ
ております。

９. ヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以
下「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定する繰延ヘッジに
よっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相
殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手
段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピング
のうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定す
るヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相
関関係の検証により有効性の評価をしております。
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また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッ
ジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面
の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第１５号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金
等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理す
る従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」
で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ
平成１５年度から最長１０年間にわたって、資金調達費用又は資金運用
収益として期間配分しております。
なお、当中間会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ
ジ損失は７,１８７百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は９,６３２百
万円（同前）であります。
（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会
計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第２５号。以下、「業種別監査委員会報告第２５号」という。）に規
定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ
いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段と
し、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ
の有効性を評価しております。
また、外貨建子会社株式及び外貨建その他有価証券（債券以外）の
為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建
有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベー
スで取得原価以上の直先負債が生じていること等を条件に包括ヘッ
ジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。
（ハ）内部取引等
デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間又
は内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定してい
る金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査
委員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排除し厳格な
ヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した
運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取
引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理
を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジあるい
は金利スワップの特例処理を行っております。

１０. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

１１. 連結納税制度の適用
株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結納税主体
の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しております。

■中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（平成１８年９月中間期）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５
号平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年１２月９日）を当
中間会計期間から適用しております。
当中間会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は
１,３８１,６８６百万円であります。
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、
中間財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の中間財
務諸表等規則及び銀行法施行規則により作成しております。
（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号平成１８年８月１１日）が
一部改正され、改正会計基準の公表日以後に終了する中間会計期間から
適用されることになったことに伴い、当中間会計期間から改正会計基準
を適用し、社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもっ
て中間貸借対照表価額としております。これにより、従来の方法に比べ
「その他資産」中の社債発行差金は４７１百万円、「社債」は４７１百万円、それ
ぞれ減少しております。
なお、平成１８年３月３１日に終了する事業年度の貸借対照表に計上した社
債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基
準実務対応報告第１９号平成１８年８月１１日）の経過措置に基づき従前の会
計処理を適用し、社債の償還期間もしくは償還が可能となる日までの期
間にわたり均等償却を行うとともに未償却残高を社債から直接控除して
おります。

■表示方法の変更 （平成１８年９月中間期）

「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法施行
細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第６０号平成１８年４月２８日）
により改正され、平成１８年４月１日以後開始される事業年度から適用され
ることになったこと等に伴い、当中間会計期間から下記のとおり表示を
変更しております。
（１）「利益剰余金」に内訳表示していた「中間未処分利益」は、「その他利益

剰余金」の「繰越利益剰余金」として表示しております。
（２）純額で繰延ヘッジ損失又は繰延ヘッジ利益として「その他資産」又は
「その他負債」に含めて計上していたヘッジ手段に係る損益又は評価
差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」
として相殺表示しております。

（３）「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」又は「その他資産」
に区分して表示しております。

（４）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」
に含めて表示しております。

■追加情報 （平成１８年９月中間期）

株式会社りそなホールディングスを連結納税親会社とする連結納税主体
の繰延税金資産につきましては、業績安定に伴う課税所得の発生や、平
成１８年１１月の新「経営の健全化のための計画」策定など、業績予測や課
税所得発生の確実性向上を踏まえて、当中間会計期間より、将来課税所
得の見積可能期間を従来の１年からおおむね５年として計上しております。

■注記事項 （平成１８年９月中間期）

（中間貸借対照表関係）
※１.関係会社の株式及び出資総額 ３３,４７５百万円
※２.消費貸借契約（債券貸借取引）又は賃貸借契約により貸し付けている

有価証券はありません。
現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券は２９,３５２百
万円で、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有
しておりますが、当中間会計期間末において当該処分をせずにすべ
て所有しております。

※３.貸出金のうち、破綻先債権額は１２,５１７百万円、延滞債権額は２４６,０３２
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※４.貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は７,５７５百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日
の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

※５.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２０６,２１６百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※６.破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は４７２,３４２百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※７.手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売
却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は、２４３,５９１百万円であります。
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※８.担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 ４７,９７５百万円
有価証券 １,９８９,０９５百万円
貸出金 ３１７,１００百万円
その他資産 １,６９７百万円

担保資産に対応する債務
預金 ６０,９３０百万円
コールマネー １５,０００百万円
売現先勘定 ４７,９７５百万円
借用金 ２４５,３００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として、有価証券６５６,４２８百万円及びその他資産
４,７０８百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は１８,１５５百万円、敷金
保証金は１７,５３０百万円であります。

※９. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ
いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、７,１３５,８４４
百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の
時期に無条件で取消可能なものが６,９８５,３５９百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである
ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるとき
は、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額
をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講
じております。

※１０. 有形固定資産の減価償却累計額 １４０,８３３百万円
※１１. 有形固定資産の圧縮記帳額 ４４,７９１百万円

（当中間会計期間圧縮記帳額 ー百万円）
※１２. 借用金には､他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金１２２,４９０百万円が含まれております。
※１３. 社債は全額劣後特約付社債であります。
※１４. 特別法上の引当金は次のとおり計上しております。

証券取引責任準備金 ０百万円
証券取引法第６５条の２第７項において準用する証券取引法第５１条の
規定に基づく準備金であります。

※１５. 株式会社あさひ銀行及び株式会社奈良銀行より継承した事業用の土
地については、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法
律第３４号）に基づき、再評価を行い、評価差額については、当該評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価差額金｣として純資産
の部に計上しております。
再評価を行った年月日　　　　平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年
１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整
を行って算出しております。

１６. 元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託４８８,４２７百万円で
あります。

（中間損益計算書関係）
※１.その他経常収益には、株式等売却益６４,４０７百万円を含んでおります。
※２.減価償却実施額は下記のとおりであります。

建物・動産 ３,３４１百万円
その他 ９０９百万円

※３,その他経常費用には、
貸倒引当金繰入額 ２０,２１５百万円
貸出金償却 ９,４０８百万円
株式等売却損 ２６,２９２百万円
を含んでおります

※４.特別利益には、償却債権取立益１１,３３０百万円を含んでおります。
※５.特別損失には、固定資産処分損５１２百万円を含んでおります。

（中間株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項
該当ありません。

（リース取引関係）
※１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス･リース取引
・リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び中間会
計期間末残高相当額
取得価額相当額

動　産 １０,４５２百万円
その他 ー百万円
合　計 １０,４５２百万円

減価償却累計額相当額
動　産 ４,９８３百万円
その他 ー百万円
合　計 ４,９８３百万円

中間会計期間末残高相当額
動　産 ５,４６９百万円
その他 ー百万円
合　計 ５,４６９百万円

・未経過リース料中間会計期間末残高相当額
１年内 １,７６２百万円
１年超 ３,９８２百万円
合　計 ５,７４５百万円

・支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 １,０７６百万円
減価償却費相当額 ９８０百万円
支払利息相当額 ９７百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によって
おります。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当
額とし､各期への配分方法については､利息法によっております。

※２.オペレーティング・リース取引
・未経過リース料

１年内 １６百万円
１年超 １６百万円
合 計 ３２百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、減損損失累
計額相当額等減損会計に係る項目の記載は省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
該当ありません。

（重要な後発事象）
該当ありません。

〔ご参考〕
なお、半期報告書に、企業内容等の開示に関する内閣府令第１８条２項
の規定に基づく確認書を、添付しております。
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主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

■部門別損益の内訳 （単位：億円、％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
資金利益
信託報酬
役務取引等収支
特定取引収支
その他業務収支
業務粗利益

資金利益
役務取引等収支
特定取引収支
その他業務収支
業務粗利益

業務粗利益

一般貸倒引当金繰入額
経費（除く臨時的経費）
業務純益
臨時損益
経常利益

（注）１.（ ）内は、業務粗利益率です。

業務粗利益率＝ 業務粗利益 ×１００資金運用勘定平均残高
なお、平成１８年９月中間期については、年換算しております。

２. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引です。
但し、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めています。

３. なお、資金利益は金銭の信託運用見合費用を控除して表示しています。
金銭の信託運用見合費用については、「臨時費用」として取り扱っています。

国内業務部門

国際業務部門

３,４６８
７５
６３６
８

△４２
４,１４６
(１.８２)
３７
２８
２１
４１４
５０１
(４.４４)
４,６４７
(１.９６)
３

２,２５３
２,３９０
１５５
２,５４５

１,７５９
３７
３３９
６

△５４
２,０８８
(１.７７)
４０
１３
８４
１７
１５６
(２.６７)
２,２４５
(１.８３)
４

１,０６８
１,１７２
２６２
１,４３４
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■ 資金利益（資金運用収支）の内訳 （単位：億円、％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り
資金運用勘定
うち貸出金

有価証券
コールローン
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
買入手形
買入金銭債権
預け金

資金調達勘定
うち預金

譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
売渡手形
借用金
社債
信託勘定借

資金利益
資金運用勘定
うち貸出金

有価証券
コールローン
預け金
外国為替

資金調達勘定
うち預金

コールマネー
債券貸借取引受入担保金
借用金
外国為替
社債

資金利益
合　計

（注）１. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高をそれぞれ控除して表示しています。
２. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

２２７,５１３ ３,６８９ １.６２
１７１,５２５ ３,１９９ １.８６
４９,８５０ ４６９ ０.９４
４,４０７ ０ ０.０１

１４３ ０ ０.０４
１,１９７ ０ ０.００
１９４ ２ １.２０
１９５ ０ ０.００

２４６,３２８ ２２１ ０.０８
１８５,４６６ １１５ ０.０６
１９,８８６ ６ ０.０３
２５,２３２ １３ ０.０５
３,９２２ ０ ０.００
１,１０８ ０ ０.０１
３,００３ ０ ０.００
１,６９４ ４８ ２.８７
３９１ １０ ２.７７
３,９０９ ２３ ０.５９

３,４６８ １.５３
１１,２９４ ４５０ ３.９８
７３４ １８ ２.５０
３,７５４ １３３ ３.５６
４５７ １７ ３.９２
３,９３５ ７１ １.８２
６９８ ３１ ４.４５

１１,５３６ ４１３ ３.５８
３,０８６ ７６ ２.４７
４７３ １５ ３.３６
１６９ ４ ２.５９
１,６２４ ３４ ２.１０
２５０ ０ ０.０５
５,９３１ ２８２ ４.７５

３７ ０.４０
３,５０５ １.４９ー

ー

ー

ーーー

２３４,５３８ １,９０５ １.６２
１７５,６４２ １,５７９ １.７９
４７,８３２ ２９３ １.２２
９,８３１ １０ ０.２０
０ ０ ０.４０

３９７ ０ ０.１３
５２４ ０ ０.０３
１３０ １２ １８.４５
１７６ ０ ０.５８

２３８,８７３ １４６ ０.１２
１８４,６４６ ７８ ０.０８
２０,７５９ １７ ０.１６
２０,８５９ １８ ０.１７
７３５ ０ ０.１８
１,０６９ ０ ０.０７
１,９１２ ０ ０.０８
２,５９７ ９ ０.７２

３,９７３ １６ ０.８１
１,７５９ １.４９

１１,７１０ ２８４ ４.８４
８９５ １７ ３.９０
４,４９４ ６２ ２.７８
６７１ １８ ５.４１
２,４３１ ４２ ３.４８
８９８ １６ ３.７７

１１,１０８ ２４４ ４.３８
３,２２１ ５９ ３.６６
２３３ ５ ４.５７

１,０３０ １４ ２.７３
１５５ ０ ０.０８
６,４６８ １６５ ５.１０

４０ ０.４５
１,７９９ １.４７ー

ー

ーーー

ー

ーーー
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■資金利益の分析 （単位：億円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期

残高要因 利率要因 合　計 残高要因 利率要因 合　計
受取利息
うち貸出金

有価証券
コールローン
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
買入手形
買入金銭債権
預け金

支払利息
うち預金

譲渡性預金
コールマネー
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
売渡手形
借用金
社債
信託勘定借

差　引
受取利息
うち貸出金

有価証券
コールローン
預け金
外国為替

支払利息
うち預金

コールマネー
債券貸借取引受入担保金
借用金
外国為替
社債

差　引
合　計

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めて表示しています。

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

△７６ △１５７ △２３４
△１１８ △１８９ △３０８
△２ １４３ １４０
０ ０ ０
△０ △０
０ △０ ０
０ ０ ０
０ １ １
△１ △１ △２
△６ △７７ △８３
△２ △３８ △４１
２ △０ １
△２ △０ △３
△０ ０ ０
０ ０ ０
０ ０ ０

△４２ ２ △４０
△５ ５ ０
△１ ２ ０
△７０ △８０ △１５０
１０ １０５ １１５
△１１ １ △９
７４ △１６８ △９３
４ ８ １３
１４ １８ ３３
△０ ７ ７
１０ １０８ １１９
△８ ３５ ２６
△２ ６ ３
△１０ １ △８
△１７ △５ △２２
△０ ０ △０
１２２ △０ １２１
△０ △２ △３
△７０ △８３ △１５４

ー

１３８ ５９ １９７
１０２ △１６５ △６２
△２７ ２３１ ２０３
１ １８ １９

０ ０
０ ０ ０
０ ０ ０
△０ ２２ ２２
△０ ０ ０
△８ ４４ ３６
△０ ３５ ３４
０ ２８ ２９
△２ ２６ ２３
△０ １ １
△０ ０ ０
△０ １ １
△４ △５４ △５９
△１４ △１４
２ １０ １２

１４６ １４ １６１
２８ ２０３ ２３２
４ １０ １５
４２ △９ ３２
９ １４ ２３

△３６ ５１ １５
９ △４ ５
△２ １３３ １３０
１ ５３ ５４

△１１ ３ △８
△２ △２
△１５ ９ △５
△０ ０ △０
５６ ３５ ９２
３１ ６９ １０１
１７８ ８４ ２６２

ー

ー

ー
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■特定取引収支の内訳 （単位：億円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
特定取引収支
うち商品有価証券
特定取引有価証券
その他の特定取引

特定取引収支
うち特定取引有価証券
特定金融派生商品

合　計
（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用を相殺して表示しています。

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

■その他業務収支の内訳 （単位：億円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
国債等債券関係損益
金融派生商品損益
その他
計
外国為替売買益
国債等債券関係損益
金融派生商品損益
計

合　計

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

６
５
△２
３
８４
△０
８５
９１

△４９
△４
０

△５４
１３８
△１６
△１０３
１７
△３６

△４２

０
△４２
３５９
△３３
８８
４１４
３７１

ー

８
７
△０
１
２１
△１
２３
３０

■役務取引等収支の内訳 （単位：億円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
役務取引等収益
うち預金・貸出業務

為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務
役務取引等収支
役務取引等収益
うち預金・貸出業務

為替業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務
役務取引等収支

合　計

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

５３５
１１２
１２４
６０
１０６
３８
１３
１４
１９６
２７
３３９
１７
０
１３
３
３
２
１３
３５３

１,２５３
１９９
２５２
１３４
２１５
７１
２４
２４
６１７
５６
６３６
３７
０
２９
７
９
７
２８
６６４
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預金に関する指標（単体情報）

■預金科目別平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 期末残高

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期 平成１８年９月末 平成１８年３月末
預金　流動性預金

定期性預金
その他
小　計

譲渡性預金
計

預金　流動性預金
定期性預金
その他
小　計

譲渡性預金
計

合　計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３. 定期性預金＝定期預金
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

国
内
業
務
部
門

国
際
業
務
部
門

■預金者別残高 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
個　人
法人その他
合　計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 譲渡性預金及び特別国際金融取引勘定分を含んでいません。

■定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上
３カ月未満

６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満
３年以上 計

定期預金 ２０,００５ １０,７７７ １６,１７９ ８,９９３ ６,９９８ ６,１３８ ６９,０９３
固定自由金利定期預金 １９,９９２ １０,７７７ １６,１７８ ８,９９２ ６,９９５ ６,１３８ ６９,０７５
変動自由金利定期預金 ０ ０ ０ ０ ３ ０ ５
その他 １２ ０ ０ ０ ０ ０ １２
定期預金 １８,４２５ ９,６５３ １５,１２４ ８,８８５ ７,５０４ ８,５９１ ６８,１８４
固定自由金利定期預金 １８,４１２ ９,６５２ １５,１２３ ８,８８４ ７,５０２ ８,５９１ ６８,１６６
変動自由金利定期預金 ０ ０ １ １ ２ ０ ６
その他 １２ ０ ０ ０ ０ ０ １２

（注）積立定期預金を含んでいません。

平
成
18
年
３
月
末

平
成
18
年
９
月
末

１２１,５６２
６８,１９２
３,１１２

１９２,８６７
１８,３５２
２１１,２１９
(９８.５)

３,２９３
３,２９３

３,２９３
(１.５)

２１４,５１３
(１００.０)

ー

ー
ー

１１３,６１３
６９,０９９
２,５３４

１８５,２４７
２２,７６４
２０８,０１２
(９８.２)

３,８８９
３,８８９

３,８８９
(１.８)

２１１,９０１
(１００.０)

ー

ー
ー

１１４,３８４
６９,１８８
１,８９３

１８５,４６６
１９,８８６
２０５,３５２
(９８.５)

３,０８６
３,０８６

３,０８６
(１.５)

２０８,４３９
(１００.０)

ー

ー
ー

１１３,７８８
６８,９７６
１,８８１

１８４,６４６
２０,７５９
２０５,４０５
(９８.５)

３,２２１
３,２２１

３,２２１
(１.５)

２０８,６２７
(１００.０)

ー

ー
ー

１０７,５４６ (５４.９)
８８,３３７ (４５.１)
１９５,８８３ (１００.０)

１０６,８４０ (５６.６)
８２,０５６ (４３.４)
１８８,８９６ (１００.０)
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貸出金に関する指標（単体情報）

■ 貸出金科目別平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 期末残高

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期 平成１８年９月末 平成１８年３月末
手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形
計

手形貸付
証書貸付
当座貸越
計

合　計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２ 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

国
内
業
務
部
門

■貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合　計

貸出金 ２２,７１９ ２０,８０４ １７,６３９ ８,８２６ ８２,３６０ ２７,３９８ １７９,７４８
うち変動金利 １５,８０８ １２,４２７ ６,１００ ４１,０４３ １２,１７１
固定金利 ４,９９６ ５,２１２ ２,７２５ ４１,３１６ １５,２２７

貸出金 ２４,５９２ ２０,５１０ １７,８５９ ８,４９７ ８１,３４１ ２７,１３４ １７９,９３５
うち変動金利 １５,２１３ １３,２３３ ６,０１２ ４１,１９３ １３,５４４
固定金利 ５,２９７ ４,６２６ ２,４８４ ４０,１４７ １３,５８９

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

／／
／／

／／
／／

平
成
18
年
３
月
末

平
成
18
年
９
月
末

国
際
業
務
部
門

■ 支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
有価証券
債　権
商　品
不動産
その他
計
保　証
信　用
合　計

■ 貸出金の担保別内訳 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
有価証券
債　権
商　品
不動産
その他
計
保　証
信　用
合　計

１,７１２
５,４３８
０

２６,７４３
９５１

３４,８４６
９８,４０６
４６,４９５
１７９,７４８

８７
１,０４５
１

１,０７５
８２

２,２９２
３,１０８
５,９２３
１１,３２４

９５
１,１１３
９

１,０８８
７９

２,３８６
２,９４９
６,３３３
１１,６６８

１,７６９
５,７１６

２６,６７０
１,０９１
３５,２４７
９９,１３３
４５,５５３
１７９,９３５

ー

１３,２０５
１３６,６４４
２７,０４２
２,３０１

１７９,１９５
(９９.６)
１９２
４５５
９１
７３９
(０.４)

１７９,９３５
(１００.０)

１０,９０８
１３８,３４５
２７,３０６
２,２３８

１７８,７９８
(９９.５)
２５３
６０５
９１
９４９
(０.５)

１７９,７４８
(１００.０)

１２,６０７
１３２,６８３
２３,９９４
２,２４１

１７１,５２５
(９９.６)
２０９
４２９
９４
７３４
(０.４)

１７２,２５９
(１００.０)

１１,６４５
１３６,５０２
２５,４４７
２,０４６

１７５,６４２
(９９.５)
２１４
５８８
９２
８９５
(０.５)

１７６,５３８
(１００.０)
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■ 貸出金の使途別内訳 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
設備資金
運転資金
合　計

（注）（ ）内は、構成比です。

■ 中小企業等向け貸出 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
銀行勘定 総貸出金残高（Ａ）

中小企業等貸出金残高(Ｂ)
割合（Ｂ）／(Ａ)

銀行・ 総貸出金残高（Ａ）
信託勘定合算 中小企業等貸出金残高(Ｂ)

割合（Ｂ）／(Ａ)
（注）１. 本表の貸出金残高は、特別国際金融取引勘定分を含んでいません。

２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

■住宅ローン・消費者ローン残高（銀行・信託勘定合算） （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
住宅ローン
消費者ローン
合　計

（注）住宅ローン債権流動化後の金額です。

（参考）住宅ローン債権流動化前 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
住宅ローン・消費者ローン合計

■貸出金の業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
国内店分（除く特別国際金融取引勘定分）
製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気･ガス･熱供給･水道業
情報通信業
運輸業
卸売･小売業
金融･保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他

特別国際金融取引勘定分
合　計

（注）（ ）内は構成比です。

(５３.８)
(４６.２)
(１００.０)

９６,６８２
８３,０６６
１７９,７４８

(５２.４)
(４７.６)
(１００.０)

９４,３４６
８５,５８９
１７９,９３５

１７９,７４８
１４４,６２５
８０.４５

１８１,３７２
１４５,９０５
８０.４４

１７９,９３５
１４４,８４７
８０.５０

１８１,６７９
１４６,２３９
８０.４９

６７,８４５
２,２７１
７０,１１７

６６,５２７
２,３０９
６８,８３６

７３,６３３ ７２,６１６

１７９,９３５
２０,０２８
８２
３１
８０
２０９
５,７７５
６０３
２,７９２
４,７９７
２１,８３９
１０,４３５
１８,８４０
１８,４１５
３,５３６
７２,４６５

１７９,９３５
ー

(１００.００)
(１１.１３)
(０.０５)
(０.０２)
(０.０４)
(０.１２)
(３.２１)
(０.３４)
(１.５５)
(２.６７)
(１２.１３)
(５.８０)
(１０.４７)
(１０.２３)
(１.９７)
(４０.２７)
( )

／
ー

１７９,７４８
２０,３７８
９６
３５
９１
２１２
５,４３４
５２１
２,８１２
４,５７９
２０,８６８
９,７４６
１９,０６３
１７,９０６
４,４３１
７３,５６９

１７９,７４８
ー

(１００.００)
(１１.３４)
(０.０５)
(０.０２)
(０.０５)
(０.１２)
(３.０２)
(０.２９)
(１.５６)
(２.５５)
(１１.６１)
(５.４２)
(１０.６１)
(９.９６)
(２.４７)
(４０.９３)
( )

／
ー
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■特定海外債権残高 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
インドネシア
アルゼンチン
ロシア連邦
エクアドル
合　計
（資産の総額に対する割合）

（注）特定海外債権は、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金等です。

■リスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
合　計

■金融再生法に基づく資産査定額 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

■貸倒引当金残高〈期中増減を含む〉 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
一般貸倒引当金 期首残高

当期増加額
当期減少額 目的使用

その他
期末残高

個別貸倒引当金 期首残高
当期増加額
当期減少額 目的使用

その他
期末残高

特定海外債権引当勘定 期首残高
当期増加額
当期減少額 目的使用

その他
期末残高

期末残高合計
（注）（ ）内は為替換算差額です。

８８
０

０
８８

(０.０３)

ー

９１
０
０
０
９１

(０.０３)

１２５
２,４６０
７５

２,０６２
４,７２３

７９
２,６６５
１４９
２,５８５
５,４８０

７１
２,１８９
８４

２,５３９
４,８８４

３０６
２,３７４
２,１３７

１８６,９０９

３８１
２,４４６
２,７３５

１８０,５２１

３５３
１,９７８
２,６２３

１８７,３６７

２,１８９
２,１９４

２,１８９
２,１９４

（△０）１,３７３
１,４３９
１３１
１,２４２
１,４３９
１
１

１
１

３,６３５

ー

ー

２,２４２
２,３１２
２２

２,２２０
２,３１２

（△０）１,９７１
１,７２５
４１０
１,５６０
１,７２５
１
１

１
１

４,０３９

ー

２,２４２
２,１９９
６６

２,１８５
２,１８９

（△１）１,９７１
１,３８５
７０９
１,２７４
１,３７３
１
１

１
１

３,５６４

ー

■貸出金償却額 （単位：億円）

平成１７年９月中間期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
貸出金償却額 ６７ ９４ ２４１
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■有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ５年以下 １０年以下 １０年超 のないもの 合　計

国　債 １５,２４２ １,８４０ ２,７２９ ４,１９２ ２４,００５
地方債 １１８ １,２０１ ５１２ １,８３２
社　債 ３,２２４ ５,９１３ １２４ ９,２６２
株　式 ７,２９０ ７,２９０
その他の証券 １２５ ５５９ ２,９６０ ８２ ４,４７２ ８,２００
外国証券 ２１ ６ ２,０６２ ８２ ２,１９４ ４,３６６
うち外国債券 １ ２,０６２ ８２ ２,１４５
外国株式 １７２ １７２

その他の証券 １０４ ５５３ ８９８ ２,２７８ ３,８３４
国　債 ９,００６ ９,２６３ ４,５１１ ３,３８３ ２６,１６４
地方債 １０２ １,２９７ ４７９ １,８７８
社　債 ２,３７９ ７,６９６ ８１ １０,１５７
株　式 ８,１０７ ８,１０７
その他の証券 １４０ １,００２ ３,１９６ ２１３ ５,７１０ １０,２６３
外国証券 ２２ ４７４ ２,１２５ ２１３ １,４９４ ４,４１４
うち外国債券 ０ ４６７ ２,１２５ ２１３ ２,８０７
外国株式 １８５ １８５

その他の証券 １１７ ５２７ １,０７０ ４,１３２ ５,８４８ー
／／／／

ー

／／／／

ーー
ーー
ー

ー
／／／／

ーー

／／／／

ーー
ーー
ー

平
成
１８
年
３
月
末

平
成
１８
年
９
月
末

有価証券に関する指標（単体情報）

■商品有価証券平均残高 （単位：億円）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
商品国債
商品地方債
商品政府保証債
合　計

■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 期末残高

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
計

その他の証券
計

合　計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しています。
３. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

国
際
業
務
部
門

国
内
業
務
部
門

２２０
１０
１８
２４９

１２５
５
０

１３１

２６,１６４
１,８７８
１０,１５７
８,１０７
５,８４８
５２,１５６
(９２.２)
４,４１４
４,４１４
(７.８)

５６,５７１
(１００.０)

２４,００５
１,８３２
９,２６２
７,２９０
３,８３４
４６,２２３
(９１.４)
４,３６６
４,３６６
(８.６)

５０,５９０
(１００.０)

２９,９１０
１,６０３
９,５３５
５,０４０
３,７５９
４９,８５０
(９３.０)
３,７５４
３,７５４
(７.０)

５３,６０４
(１００.０)

２５,０６８
１,９２１
９,７７０
４,６３６
６,４３４
４７,８３３
(９１.４)
４,４９４
４,４９４
(８.６)

５２,３２７
(１００.０)
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信託業務に関する指標（単体情報）

■信託財産残高表 （単位：百万円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
資　産 貸出金

証書貸付
手形貸付
割引手形
有価証券
国　債
地方債
社　債
株　式
外国証券
その他の証券
投資信託有価証券
投資信託外国投資
信託受益権
受託有価証券
金銭債権
その他の金銭債権
動産不動産
不動産
不動産の賃借権
土地の賃借権
その他債権
コールローン
銀行勘定貸
現金預け金
現　金
預け金
合　計

（単位：百万円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
負　債 指定金銭信託

特定金銭信託
年金信託
財産形成給付信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
金銭債権の信託
土地およびその定着物の信託
土地およびその定着物の賃借権の信託
土地の賃借権の信託
包括信託
合　計

（注）１. 上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。
平成１８年９月末 平成１８年３月末 （単位：百万円）

２. 共同信託他社管理財産 ７５,９７５ ７６,２５８
３. 元本補てん契約のある信託の貸出金 １６２,０９７ １７４,０１８

うち破綻先債権額 ４６ １５
延滞債権額 ３,３１４ ２,９１８
３ヵ月以上延滞債権額 １３９ １０４
貸出条件緩和債権額 ２０,５１３ ２０,９９１
合　計 ２４,０１４ ２４,０３０

１６２,４３２
１５８,９６５
３,４６７

０

０

１,１３２
２５３

３８７,１７２
３８７,１７２
５２５,７２４
５２５,７２４
３,５８２

８,８４３

３８５,４８４
２７,２２２

０
２７,２２２

１,５０１,８４９

ー

ー

ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー

ー

５３１,８９２

１,９０２

０
２５３

４０６,００９
１５１,４１１
４,６９８

４０５,６８１
１,５０１,８４９

ー

ー

ー
ー

５７８,４５６

１,９７９

０
２

４３０,０３７
１６０,６９４

４,６８５
３１９,４４３
１,４９５,２９８

ー

ー

ー
ー

１７４,４１８
１７０,５６９
３,８１８
３０
０

０

１,５２０
２

４０５,２４８
４０５,２４８
４４２,６５１
４４２,６５１

４,４６７
１４,５０４

４２６,１１２
２６,３７３

２６,３７３
１,４９５,２９８

ー

ー

ー

ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
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■金銭信託等の受入状況 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
金銭信託 元　本

その他
期末受託残高

財産形成給付信託 元　本
その他
期末受託残高

合　計 元　本
その他
期末受託残高

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託の信託期間別元本残高 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
１年未満
１年以上２年未満
２年以上５年未満
５年以上
その他のもの
合　計

（注）その他のものは、金銭信託（１ヵ月据置型）及び、金銭信託（新１年据置型）です。

５,３１０
８

５,３１８
１９
０
１９

５,３２９
８

５,３３７

５,７７５
８

５,７８４
１９
０
１９

５,７９５
８

５,８０４

９
２,１６６
２,５９０
５４２
５,３１０

ー
１２

２,４４１
２,６９７
６２４
５,７７５

ー

■元本補てん契約のある信託に係る金融再生法に基づく資産査定額 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

■元本補てん契約のある信託の貸出金に係るリスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
破綻先債権
延滞債権
３ヵ月以上延滞債権
貸出条件緩和債権
リスク管理債権合計

■元本補てん契約のある信託の受入・運用状況 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
受入状況 元　本

債権償却準備金
その他
期末受託残高計

運用状況 貸出金
有価証券
その他
期末運用残高計

（注）１. 当社は、貸付信託を取り扱っておりません。
２. 信託財産運用のために再信託された信託を含み、その内訳は次のとおりであります。

（単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
受入状況 元　本

期末受託残高計
運用状況 有価証券

その他
期末運用残高計 ー

ー
ー
ー
ー

４,８８４
４
３

４,８９２
１,６２０

３,２７１
４,８９２

ー

ー
ー
ー
ー
ー

５,２８２
５
３

５,２９１
１,７４０

３,５５０
５,２９１

ー

０
３３
１

２０５
２４０

０
３０
３

２１７
２５１

０
２９
１

２０９
２４０

５
２８
２０６
１,３８０

９
２１
２２０
１,６２４

５
２４
２１０
１,４９９
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■金銭信託等の運用状況 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
金銭信託 貸出金

有価証券
計

財産形成給付信託 貸出金
有価証券
計

合　計 貸出金
有価証券
計

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託等の貸出金科目別期末残高 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
証書貸付
手形貸付
割引手形
合　計

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

１,６２４

１,６２４

１,６２４

１,６２４
ー

ー
ー
ー

ー

１,７４４

１,７４４

１,７４４

１,７４４
ー

ー
ー
ー

ー

１,５８９
３４

１,６２４
ー

１,７０５
３８
０

１,７４４

■金銭信託等の中小企業等向け貸出 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
信託勘定 総貸出金残高 （Ａ）

中小企業等貸出金残高 （Ｂ）
（Ｂ）／（Ａ） （％）

（注）1. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

２. 金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託等の貸出金契約期間別期末残高 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
１年以下
１年超３年以下
３年超５年以下
５年超７年以下
７年超
合　計

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

４７
５１
６２
９２

１,３７０
１,６２４

１,６２４
１,２８０
７８.８４

１,７４４
１,３９１
７９.７６

５１
３９
８５
９４

１,４７３
１,７４４
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■ 金銭信託等の貸出金担保別内訳 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
有価証券
債　権
商　品
不動産
財　団
その他
計
保　証
信　用
合　計

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■ 金銭信託等の有価証券期末残高 （単位：億円）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

１０
１２

２６６
０
０

２８９
９３４
４００
１,６２４

ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー

１２
１４

２８２
０

３０９
１,０６３
３７１
１,７４４

ー

ー

■ 金銭信託等の貸出金業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他
合　計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■ 金銭信託等の貸出金使途別内訳 （単位：億円、％）

平成１８年９月末 平成１８年３月末
設備資金
運転資金
合　計

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

８ (０.５２)
(ー)
(ー)
(ー)
(ー)

６ (０.３７)
(ー)

０ (０.０１)
４ (０.３０)
１５ (０.９５)
３３５ (２０.６４)
７４ (４.５９)
１６ (１.０４)

(ー)
１,１６２ (７１.５８)
１,６２４ (１００.００)

ー

ー

ー
ー
ー
ー

１,３９６ (８６.０)
２２８ (１４.０)
１,６２４ (１００.０)

１,４９１ (８５.５)
２５３ (１４.５)
１,７４４ (１００.０)

９ (０.５４)
(ー)
(ー)
(ー)
(ー)

７ (０.４２)
(ー)

０ (０.００)
４ (０.２７)
１７ (１.００)
３４３ (１９.７０)
８３ (４.８１)
１８ (１.０６)

(ー)
１,２５９ (７２.２０)
１,７４４ (１００.００)

ー

ー

ー
ー
ー
ー
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経営諸比率の状況（単体情報）

■利　鞘 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
資金運用利回り 国内業務部門

国際業務部門
計

資金調達原価 国内業務部門
国際業務部門
計

総資金利鞘 国内業務部門
国際業務部門
計

（注）「国内業務部門」とは本邦店の円建諸取引であります。

■利益率 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
総資産経常利益率
総資産中間（当期）純利益率
純資産（資本）経常利益率
純資産（資本）中間（当期）純利益率

経常（中間（当期）純）利益（注）１. 総資産経常（中間（当期）純）利益率＝純資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００

経常（中間（当期）純）利益
２. 純資産経常（中間（当期）純）利益率＝ 純資産勘定平均残高 ×１００

３. なお、平成１８年９月中間期については、年換算しております。

■業務粗利益率 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
業務粗利益率 国内業務部門

国際業務部門
計

業務粗利益（注）業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×１００

なお、平成１８年９月中間期については、年換算しております。

■預貸率 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
期末残高 国内業務部門

国際業務部門
計

期中平均 国内業務部門
国際業務部門
計

（注）預貸率＝貸出金／預金（譲渡性預金を含む）

■預証率 （単位：％）

平成１８年９月中間期 平成１８年３月期
期末残高 国内業務部門

国際業務部門
計

期中平均 国内業務部門
国際業務部門
計

（注）預証率＝有価証券／預金（譲渡性預金を含む）

１.６２
４.８４
１.７８
０.９５
５.６２
１.１６
０.６６
△０.７８
０.６２

１.０８
２.９３
３０.３６
８１.８６

１.７７
２.６７
１.８３

８５.９５
２４.４２
８４.８２
８５.５１
２７.７９
８４.６１

２２.２２
１１２.２８
２３.８７
２３.２８
１３９.５１
２５.０８

２４.６９
１３４.０４
２６.３７
２４.２７
１２１.６３
２５.７１

８４.８３
２２.４６
８３.８８
８３.５２
２３.７８
８２.６４

１.８２
４.４４
１.９６

０.９４
１.１７
３０.４５
３７.９６

１.６２
３.９８
１.７４
０.９４
４.６７
１.１２
０.６７
△０.６９
０.６２

RB_06_FS_4.1J  07.1.22  11:00 PM  ページ37



り
そ
な
銀
行

大
株
主
の
状
況

RB38

大株主の状況

（普通株式） （平成１８年９月３０日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
氏名又は名称 （千株） 所有株式数の割合（％）
株式会社りそなホールディングス
計

３０,８４３,９３３
３０,８４３,９３３

１００.００
１００.００

（優先株式） （平成１８年９月３０日現在）

所有株式数 発行済株式総数に対する
種類 氏名又は名称 （千株） 所有株式数の割合（％）
乙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

６８０,０００
１２０

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００

１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００

株式会社りそなホールディングス
株式会社りそなホールディングス
株式会社りそなホールディングス
株式会社りそなホールディングス
株式会社りそなホールディングス
株式会社りそなホールディングス
株式会社りそなホールディングス
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自己資本比率の状況

自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

■連結自己資本比率（国内基準） （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
基本的項目 資本金

うち非累積的永久優先株 （注１）
新株式申込証拠金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
為替換算調整勘定
新株予約権
連結子会社の少数株主持分
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
繰延税金資産の控除前の［基本的項目］計
（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△） （注２）
計 （Ａ）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注３）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務 （注４）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株 （注５）
計
うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目 控除項目 （注６）（Ｃ）
自己資本額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ）
リスク・アセット等 資産（オン･バランス）項目

オフ･バランス取引項目
計 （Ｅ）

連結自己資本比率＝（Ｄ）／（E）×１００（％）
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 平成１８年９月３０日の繰延税金資産の純額に相当する額は２,４８０億円であり、繰延税金資産の算入上限額は４,８０３億円であります。
３. 告示第２３条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）
であります。

４. 告示第２４条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
(１) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
(２) 一定の場合を除き、償還されないものであること
(３) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
(４) 利払い義務の延期が認められるものであること

５. 告示第２４条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
６. 告示第２５条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

当社は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号に基づき、連結自己資本比率及び単体自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けておりま
す。なお、本外部監査は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当
社及び監査法人の間で合意された手順に基づき、自己資本比率の算定に係る当社の内部統制について、監査法人が調査の上、当社が報告を受けたもので、自己資本比率そのも
のについて意見を表明されたものではありません。

２,７９９

４,０４４
９８３

△１９

１,４０９
１,３５０

０

９,２１６

９,２１６
１,３５０
４８９
１,０８７
６,１６３
３,６４２
２,５２１
７,７４０
７,７４０
１,１５９
１５,７９７
１６６,０６０
７,８７５

１７３,９３６
９.０８

ー

ー
ー
ー

ー

ー
ー
ー
ー

ー
ー

２,７９９

４,０４４
４,８３９

１,０８９

△１８

１,４３３
１,３５５

０

１２,００９

１２,００９
１,３５５
４８９
１,０７３
６,８３３
４,５８９
２,２４４
８,３９６
８,３９６
１,１７２
１９,２３３
１６３,５７８
８,１１１

１７１,６９０
１１.２０

ー

ー
ー

ー

ー

ー

ー
ー

ー
ー

２,７９９

４,０４４
１,３００

△２２

１,３５４
１,３０１

０

９,４７５
１,３０１
４８２
１,１４１
７,５１７
５,００９
２,５０８
９,１４１
９,１４１
２,００５
１６,６１１
１５７,３６８
２５,１９２
１８２,５６０
９.０９

ー

ー

ー
ー
ー

ー

ー
ー
ー
ー

ー
ー
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■ 単体自己資本比率（国内基準） （単位：億円）

平成１７年９月末 平成１８年９月末 平成１８年３月末
基本的項目 資本金

うち非累積的永久優先株 （注１）
新株式申込証拠金
資本準備金
その他資本剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
任意積立金
中間未処分利益
次期繰越利益
その他
自己株式（△）
自己株式申込証拠金
社外流出予定額（△）
その他有価証券の評価差損（△）
新株予約権
営業権相当額（△）
のれん相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
繰延税金資産の控除前の［基本的項目］計
（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△） （注２）
計 （Ａ）
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注３）

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務 （注４）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株 （注５）
計
うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目 控除項目 （注６）（Ｃ）
自己資本額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ）
リスク・アセット等 資産（オン･バランス）項目

オフ･バランス取引項目
計 （Ｅ）

単体自己資本比率＝（Ｄ）／（E）×１００（％）
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 平成１８年９月３０日の繰延税金資産の純額に相当する額は２,４７６億円であり、繰延税金資産の算入上限額は４,７７２億円であります。
３. 告示第３０条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）
であります。
４. 告示第３１条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
５. 告示第３１条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
６. 告示第３２条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

当社は、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第３０号に基づき、連結自己資本比率及び単体自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けておりま
す。なお、本外部監査は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当
社及び監査法人の間で合意された手順に基づき、自己資本比率の算定に係る当社の内部統制について、監査法人が調査の上、当社が報告を受けたもので、自己資本比率そのも
のについて意見を表明されたものではありません。
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■ 優先出資証券の概要
当社では、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、連結自己資本比率（国内基準）及び単体自己資本比率（国内基準）における自己資本の「基本的項目」に計上してお

ります。

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＧｌｏｂａｌＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ) Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２７年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 １１億５千万米ドル
払　　　　　込　　　　　日 平成１７年７月２５日
配　　　　　当　　　　　率 平成２７年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・

アップあり。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月３０日。ただし、当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。なお、平成２８年７月の配当支払日以降の各配当支払日について翌営業

日が翌月となる場合、当該日の直前の営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある事業年度について、以下の強制的配当停止（制限）及び裁量的配当停止（制限）のいずれにも該当しない場合、その事業年度終了直後の配

当支払日に、本優先出資証券に対して満額の配当を行なわなければならない。
強　制　的　配　当　停　止 清算事由、更生事由、支払不能事由または政府による宣言（注）１が発生した場合には配当の支払は停止される。優先株式配当制限または配当

可能利益制限が適用される場合には、その適用に応じて配当は停止もしくは減額される。停止もしくは減額された配当は翌期以降に累積し
ない。

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）２への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで減額される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）３不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われ

る配当は、可処分配当可能利益に制限される。
裁　量　的　配　当　停　止 当社は以下のいずれかの場合にはその裁量により配当を停止もしくは減額することができる。ただし、他の優先出資証券に配当を行う場合に

は、配当支払日の先後にかかわらず、本優先出資証券にも同割合で配当を支払うものとする。停止もしくは減額された配当は翌期以降に累積
しない。
（１）監督事由（注）４が発生した場合
（２）直近に終了した事業年度について当社が当社普通株式に対する配当を行わない場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

（注）１．清算事由、更生事由、支払不能事由、政府による宣言
清算事由：
清算手続の開始、破産手続の開始決定、清算的更生計画作成許可、清算的再生計画提出

更生事由：
会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、または、民事再生法に基づく民事再生手続の開始決定がなされた場合
支払不能事由：
① 債務不履行またはその恐れのある場合、または当該配当により債務不履行またはその恐れのある場合
② 債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合
政府による宣言：
監督当局が、当社が支払不能または債務超過の状態にあること、もしくは当社を公的管理下におくこと、または第三者に譲渡することを宣言した場合

２．当社優先株式
当社により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。

３．可処分配当可能利益
可処分配当可能利益とは、ある事業年度の直前の事業年度に係る当社の分配可能額から、当該事業年度中に当社優先株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる
予定配当額（ただし、当該事業年度に当社優先株式に支払われる中間配当は可処分配当可能利益の計算上は考慮しない。）の合計額を控除したもの。ただし、当社の子会社に
よって発行され、配当請求権、議決権、及び清算時における権利が当社の財務状況及び経営業績によって決定され、本優先出資証券が発行体及び当社に対して有する劣後関
係と同様の関係を有する証券が存在する場合には、可処分配当可能利益の調整を行う。

４．監督事由
当社の自己資本比率または基本的項目の比率が、銀行規制により要求される最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合。

（制限）

（制限）
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（単位：億円）

単　体 連結（参考）

株　式
債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計

（注）貸借対照表計上額及び連結貸借対照表計上額は、株式については決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については決算日における市
場価格等に基づく時価により、計上したものであります。

■その他有価証券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：億円）

単　体 連結（参考）

株　式
債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計

（注）中間貸借対照表計上額及び中間連結貸借対照表計上額は、株式については中間決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については中間
決算日における市場価格等に基づく時価により、計上したものであります。

取得原価

３,００６
３３,４７０
２６,５８９
１,９１８
４,９６２
９,２４３
４５,７２０

貸借対照表
計上額

６,４０４
３２,９７８
２６,１６４
１,８７８
４,９３５
９,７１７
４９,１００

評価差額

３,３９８
△４９１
△４２４
△３９
△２７
４７３
３,３７９

取得原価

３,００６
３３,４７０
２６,５８９
１,９１８
４,９６２
９,２４３
４５,７２０

連結貸借
対照表計上額

６,４０４
３２,９７８
２６,１６４
１,８７８
４,９３５
９,７１７
４９,１００

評価差額

３,３９８
△４９１
△４２４
△３９
△２７
４７３
３,３７９

取得原価

２,９９７
３９,５７１
３２,９９８
１,６１８
４,９５４
７,１６７
４９,７３６

中間貸借
対照表計上額

５,１２９
３９,４２１
３２,８６８
１,６０４
４,９４８
７,５４４
５２,０９５

評価差額

２,１３２
△１５０
△１３０
△１３
△６
３７６
２,３５９

取得原価

２,９９８
３９,５７１
３２,９９８
１,６１８
４,９５４
７,１６７
４９,７３７

中間連結貸借
対照表計上額

５,１３４
３９,４２１
３２,８６８
１,６０４
４,９４８
７,５４４
５２,１００

評価差額

２,１３６
△１５０
△１３０
△１３
△６
３７６
２,３６３

平成１８年３月末

平成１７年９月末

有価証券の時価等情報

中間貸借対照表（貸借対照表）の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー、並びに「特定取引資産」中の商品有価証券、短期社
債、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

■売買目的有価証券（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

平成１７年９月中間期
平成１８年９月中間期
平成１８年３月期

当中間期（当期）の損益
に含まれた評価差額

△０
２
０

中間貸借対照表
（貸借対照表）計上額

７,１２２
３,１０１
５,５９３

中間連結貸借対照表
（連結貸借対照表）計上額

７,１２２
３,１０１
５,５９３

当中間連結会計期間
（当連結会計年度）の損益
に含まれた評価差額

△０
２
０

■満期保有目的の債券で時価のあるもの（単体・連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

（単位：億円）

単　体 連結（参考）

株　式
債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計

（注）中間貸借対照表計上額及び中間連結貸借対照表計上額は、株式については中間決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については中間
決算日における市場価格等に基づく時価により、計上したものであります。

取得原価

２,９５０
３０,１３４
２４,２１６
１,８６５
４,０５２
７,７４１
４０,８２６

中間貸借
対照表計上額

５,９１９
２９,８７４
２４,００５
１,８３２
４,０３６
７,６２３
４３,４１７

評価差額

２,９６９
△２６０
△２１１
△３３
△１５
△１１７
２,５９１

取得原価

２,９５０
３０,１３４
２４,２１６
１,８６５
４,０５２
７,７４１
４０,８２６

中間連結貸借
対照表計上額

５,９１９
２９,８７４
２４,００５
１,８３２
４,０３６
７,６２３
４３,４１７

評価差額

２,９６９
△２６０
△２１１
△３３
△１５
△１１７
２,５９１

平成１８年９月末

RB_06_FS_4.1J  07.1.22  11:00 PM  ページ42



り
そ
な
銀
行

有
価
証
券
の
時
価
等
情
報
／
金
銭
の
信
託
の
時
価
等
情
報

RB43

■時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表（貸借対照表）計上額（単体・連結） （単位：億円）

単　体 連結（参考）

平成１７年９月末
その他有価証券 非上場内国債券

非上場株式

平成１８年９月末
その他有価証券 非上場内国債券

非上場株式

平成１８年３月末
その他有価証券 非上場内国債券

非上場株式

５,０１２
１,５９６
５,２２５
１,１４２
５,２２２
１,４７４

５,０１２
１,５９６
５,２２５
１,１４２
５,２２２
１,４７４

金銭の信託の時価等情報

■運用目的の金銭の信託（単体・連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■満期保有目的の金銭の信託（単体・連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（単体・連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。
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デリバティブ取引情報

■金利関連取引（単体・連結） （単位：億円）

（注）１. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を中間（連結）損益計算書（（連結）損益計算書）に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用してい
るデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定してお
ります。

契約額等 評価損益 契約額等 評価損益

取引所
店　頭

合　計
取引所
店　頭

合　計
取引所

店　頭

合　計

金利先物
金利スワップ
キャップ
フロアー
スワップション

金利先物
金利スワップ
キャップ
フロアー
スワップション

金利先物

金利スワップ

キャップ

フロアー

スワップション

売　建
買　建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売　建
買　建
売　建
買　建
売　建
買　建

単　体 連結（参考）

５,４６４
１０８,６２１
３,６１４
４３
１００

１９,６７４
１５６,３６７
２,６３１
１２３
１０

５,６１１
４,４７６
４９,７６０
４９,７９０
２１,７６８
１,７６５
１,２９８

６８
０

／
ー

ー

／

／

時　価

△０
２３０
△３
２
△０
２２９
△４３
２４３
△１
３
０

２０１
０
△３

△１０８
４２２
△４４
△１３
１７

２
０

２９９
ー

ー

△０
２４５
１５
２
０

２６４
△４３
２４６
１０
２
０

２１６
０
△３

△１７０
４８６
△４４
１１
２

１
△０

２８３
ー

ー

５,４６４
１０８,６２１
３,６１４
４３
１００

１９,６７４
１５６,３６７
２,６３１
１２３
１０

５,６１１
４,４７６
４９,７６０
４９,７９０
２１,７６８
１,７６５
１,２９８

６８
０

／
ー

ー

／

／

時　価

△０
２３０
△３
２
△０
２２９
△４３
２４３
△１
３
０

２０１
０
△３

△１０８
４２２
△４４
△１３
１７

２
０

２９９
ー

ー

△０
２４５
１５
２
０

２６４
△４３
２４６
１０
２
０

２１６
０
△３

△１７０
４８６
△４４
１１
２

１
△０

２８３
ー

ー

平
成
１７
年
９
月
末

平
成
１８
年
９
月
末

平
成
１８
年
３
月
末

■通貨関連取引（単体・連結） （単位：億円）

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間（連結）損益計算書（（連結）損益計算書）に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用して
いる通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間（連結）貸借対照表（（連結）貸借対照表）表示に反映されているもの、
又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

契約額等 評価損益 契約額等 評価損益

店　頭

合　計
店　頭

合　計
店　頭

合　計

通貨スワップ
為替予約
通貨オプション

通貨スワップ
為替予約
通貨オプション

通貨スワップ
為替予約

通貨オプション

単　体 連結（参考）

１４,７８８
１０,３５１
２０,６７３

２２,８０３
１１,５２２
３１,６６９

１６,７９９
６,６３８
２,４２０
１５,４７７
１７,２５３

／

／

／

時　価

５３
１５５
△４５
１６４
５４
３３６
△１５６
２３３
６８
２８７
△４０
５１０
３５２
１５６

１６
１５５
△１３４
３７
△７８
３３６
△４５
２１２
△５５
２８７
△４０
６７

△１００
１５８

１４,７８８
１０,３７９
２０,６７３

２２,８０３
１１,５６７
３１,６６９

１６,７９９
６,６６８
２,３９９
１５,４７７
１７,２５３

／

／

／

時　価

５３
１５５
△４５
１６４
５４
３３６
△１５６
２３４
６８
２８９
△４１
５１０
３５２
１５８

１６
１５５
△１３４
３８
△７８
３３６
△４５
２１３
△５５
２８９
△４１
６７

△１００
１５９

平
成
１７
年
９
月
末
平
成
１８
年
９
月
末

平
成
１８
年
３
月
末

売　建
買　建
売　建
買　建
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■商品関連取引／クレジットデリバティブ取引（単体・連結）

平成１７年９月末、平成１８年９月末、平成１８年３月末ともに該当ありません。

■株式関連取引（単体・連結） （単位：億円）

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間（連結）損益計算書（（連結）損益計算書）に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

取引所　

合　計
取引所　株式指数先物

株式指数オプション
合　計
取引所　株式指数オプション

合　計

ー

単　体 連結（参考）

１５
１,５５４

２,１９５
４８６

／

／

／

ー

△０
△５
△５
２１
０

△２１

ー

ー

△０
△１
△１
△５
△０
△５

ー

ー

契約額等

１５
１,５５４

２,１９５
４８６

／

／

／

ー

時　価

△０
△５
△５
２１
０

△２１

ー

ー

評価損益契約額等 時　価 評価損益

△０
△１
△１
△５
△０
△５

ー

ー９
月
末

平
成
17
年

９
月
末

平
成
18
年

３
月
末

平
成
18
年

売　建
買　建

■債券関連取引（単体・連結） （単位：億円）

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間（連結）損益計算書（（連結）損益計算書）に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

取引所　債券先物

合　計

取引所　債券先物

合　計
取引所　債券先物

合　計

単　体 連結（参考）

５１６

１９６

１１
１６４

／

／

／

５

５

△０

△０
０
△０
△０

５

５

△０

△０
０
△０
△０

契約額等

５１６

１９６

１１
１６４

／

／

／

時　価

５

５

△０

△０
０
△０
△０

評価損益契約額等 時　価 評価損益

５

５

△０

△０
０
△０
△０

９
月
末

平
成
17
年

９
月
末

平
成
18
年

３
月
末

平
成
18
年

売　建
買　建
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従業員数（人） 
８,３８８ 
［６,９３１］ 

合計 

従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員７,１８０人を含んでおりません。 

臨時従業員数は、［　］内に当中間連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

 

（注）１. 

２.

連結会社における従業員数 平成１８年９月３０日現在

従業員数（人） 
８,１６２ 
［６,９１２］ 

従業員数は、受入出向者及び海外の現地採用者を含み、出向者、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。なお、嘱託及び臨時従業員は 

７,１６０人であります。また、取締役を兼務しない執行役員２４名も含んでおりません。 

臨時従業員数は、［　］内に当中間会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

当社の従業員組合は、りそな銀行従業員組合と称し、組合員数は７,７５２人（出向者を含む）であります。労使間において特記すべき事項は 

ありません。 

 

（注）１. 

 

２. 

３. 

 

当社の従業員数 平成１８年９月３０日現在

従業員の状況
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りそな銀行 中間期ディスクロージャー誌 ２００６－２００７
本誌は銀行法第２１条等の法令に基づいて作成したディスクロージャー資料です。

発行　平成１９年１月
株式会社りそな銀行 経営管理室
〒１００-８１０６ 東京都千代田区大手町１丁目１番２号　電話（０３）３２８７-２１１１
ホームページアドレス ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａ-ｇｒ.ｃｏ.ｊｐ/ｒｅｓｏｎａｂａｎｋ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍ

この冊子は再生紙を使用しています。
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